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地方税ポータルシステム「エルタックス」を利用して「事業所税の申告書」等がインター

ネットで提出できます。また、事業所税、法人市民税等について、電子納税ができます。 

事務所や自宅のパソコン等から申告や納税をすることができ、とても便利です。ぜひご利

用ください。 

※エルタックスの利用開始や具体的な利用方法等に関する詳細については、エルタックス

ホームページをご覧ください。 

※エルタックスご利用に際して、ご不明な点等がございましたら、エルタックスホームペ

ージの「よくあるご質問」をご覧ください。  

◆電子申告を利用できる主な市税 

○事業所税 

事業所税の申告書、事業所等明細書、非課税明細書、課税標準の特例明細書、 

共用部分の計算書、事業所用家屋の貸付け申告書 等 

○個人市民税・県民税（特別徴収） 

給与支払報告書（総括表・個人別明細書）、特別徴収切替届出（依頼）書、 

給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書 等 

○法人市民税 

中間・確定申告書、予定申告書、均等割申告書 等 

○固定資産税（償却資産） 

償却資産申告書、種類別明細書 等 

◆電子納税を利用できる市税  

事業所税、法人市民税、個人市民税・県民税（特別徴収） 等 

地方税ポータルシステム         (エルタックス) のお知らせ
電子申告

電子納税
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日ごろから、事業所税の申告及び納付にご協力いただきありがとうございます。 

さて、事業所税は、道路、上・下水道、教育文化施設などの都市環境の整備や改善に要する費

用に充てるために設けられた目的税として、名古屋市を含む政令指定都市等において課税される

税金です。この「手引」では事業所税のあらましについてご案内させていただきますので、申告

及び納付の参考としてください。 

また、名古屋市では、事業所税に関する事務を栄市税事務所で行っています。事業所税の申告

書の提出や申告についてのお問い合わせは、栄市税事務所 法人課税課（事業所税担当）（電話番

号052-959-3306）へお願いします。 
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〔凡 例〕 

この「手引」において、法令等の引用は次の略称によります。 

法  ………………………… 地方税法 

法令 ………………………… 地方税法施行令 

法規 ………………………… 地方税法施行規則 

取扱通知 …………………… 地方税法の施行に関する取扱について（市町村税関係） 

条  ………………………… 名古屋市市税条例 

条細 ………………………… 名古屋市市税条例施行細則 

〔引用例〕 

法701の31①三 ……………………… 地方税法第701条の31第1項第3号 

取扱通知第9章3（1） ……………… 地方税法の施行に関する取扱について 

（市町村税関係）第9章三（1） 
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Ⅰ 事業所税に関する税制改正の概要

 課税標準の特例措置関係 

政府の補助（企業主導型保育事業助成金）を受けた事業者が行う企業主導型保育事業の用に供

する施設に係る特例措置が廃止されました。[法附則33⑥] 

なお、経過措置として、平成29年4月1日から令和7年3月31日までの期間に、既に政府の

補助を受け、令和7年4月1日以降も政府の補助を受け続けている場合は、補助を受けなくなっ

た日前に終了した事業年度分まで特例の対象となります。 
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Ⅱ 事業所税のフローチャート

課税標準の算定期間（5ページ）の末日現在、名古屋市内に事業所等（5ページ）がありますか。 

ある 

算定期間末日における資産割、従業者割の免税点（15ページ）をそれぞれ判定します。

【資産割の免税点判定】 

名古屋市内の全事業所等の合計床面積

（非課税床面積は除きます。）が 

1,000㎡を超えますか。 

【従業者割の免税点判定】 

名古屋市内の全事業所等の合計従業者数

（非課税の従業者は除きます。）が 

100人を超えますか。 

資産割が課税されます。 

【課税標準（㎡）】 

事業所床面積 － 非課税に係る事業所床面積 

－ 特例に係る控除事業所床面積

【資産割額（円）】（14ページ） 

課税標準 × 600(円) 

従業者割が課税されます。 

【課税標準（円）】 

従業者給与総額 － 非課税に係る従業者給与総額 

－ 特例に係る控除従業者給与総額

【従業者割額（円）】（14ページ） 

課税標準 × 0.25/100 

課税対象となりません。

※前事業年度に事業所

税の税額があった場

合は、税額のない申告

（43 ページ）をして

ください。 

ない 

資産割額と従業者割額を合算して事業所税額を求め（14 ページ）、

申告納付します（43ページ）。

みなし共同事業（18 ページ）に該当し、特殊関係者の事

業に係る事業所等の事業所床面積及び従業者数を含めた

とき、免税点を超えますか。 

超えない 

該当しない・超えない 

課税対象となりません。※免税点以下の申告

（43ページ）が必要な場合があります。

超える 
事業所床面積（6ページ） 

従業者給与総額（11ページ）

非課税（23ページ） 

特例（32ページ） 

税率（14ページ） 

超えない 

超える 
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Ⅲ 事業所税のしくみ

１ 事業所税のあらまし

事業所税は、大都市の都市環境の整備に要する財政需要を賄うため、行政サービスと企業活動

との受益関係に着目し、企業活動を一定の外形標準によって課税するものであり、資産割と従業

者割の二種類によって構成されています。 

（注1） 同族会社等が同一家屋内で事業を行っている場合、同族会社の事業所床面積や従業者数を

合算することがあります（18ページ参照）。 

（注2） 事業所税においては、法人税・法人住民税のような会計監査人の監査を理由とする申告期

限の延長制度はありません。 

 資産割 従業者割 

課 税 団 体 名古屋市のほか都及び指定都市等（法701の31①一、法令56の15） 

使 途 

道路、公園、緑地、水道、廃棄物処理施設、河川、学校、図書館、病院、

保育所及び社会福祉施設の整備事業並びに公害防止及び防災に関する事業

等（法701の73、法令56の82） 

納税義務者（5ページ）

（税金を納めていただく方）
事業を行う方（法人又は個人） 

非 課 税 

（23ページ） 

人的非課税（国、公共法人等）、用途による非課税（福利厚生施設、 

消防用設備等）、役員以外の年齢65歳以上の方・障害者（13ページ） 

課税標準の特例 

（32ページ） 

人的特例（協同組合等）、用途による課税標準の特例 

（港湾施設、ホテル等）、雇用改善助成対象者（13ページ） 

課税標準（5ページ） 

（税金の対象となるもの）

名古屋市内の事業所等の 

床面積の合計（㎡） 

(非課税及び課税標準の特例を除く）

※中途で新設・廃止した事業所等に 

ついては月割計算が適用される 

場合があります（7ページ キ）。 

名古屋市内の事業所等に勤務する 

従業者の給与総額（円） 

(非課税及び課税標準の特例を除く)

税率（ 14ページ）
事業所等の床面積１㎡につき

600円

従業者給与総額の 

100分の0.25 

免税点（15ページ） 

（税金がかからない限度）

（注1） 

名古屋市内の事業所等の 

床面積の合計が1,000㎡以下

（非課税床面積を除く） 

名古屋市内の事業所等に勤務する 

従業者数の合計が 100人以下 

（非課税適用者を除く） 

課税標準の算定期間の末日の現況で判定 

（従業者数に著しい変動がある場合には、月ごとの平均の数） 

徴 収 方 法 申 告 納 付 

納 付 期 限 
法人 … 事業年度終了の日から 2か月以内（注2）

個人 … 翌年の 3月15日 
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２ 納税義務者 〔法 701 の 32①及び 701 の 33、取扱通知第 9章 3（4）ア〕

事業所税の納税義務者は、事務所又は事業所（以下「事業所等」といいます。）において事業

を行う方です。 

貸ビル等については、貸ビル等を借りて事業を行う方（テナント）が納税義務者となります。

なお、貸ビル等の空室部分については、納税義務を負う方はいません。 

また、事業所等において事業を行っているとされる方が単なる名義人であって、他の方が事実

上事業を行っていると認められる場合は、その事実上の事業者が納税義務者となります。 

３ 課税客体〔法701の32①、取扱通知第9章3（3）〕

事業所税の課税客体は、事業所等において法人又は個人の行う事業です。 

 (1) 事業所等とは、事業の行われている場所、すなわち、それが自己の所有に属するものである

かどうかに関わらず、事業の必要から設けられた人的及び物的設備であって、そこで継続して

事業が行われる場所をいいます（事務所、店舗、工場等のほか、これに附属する倉庫、材料置

場、屋内駐車場等も事業所等の範囲に含みますが、社宅、社員寮等の住宅は含みません。）。 

なお、事業所等の範囲については、次の点に注意してください。 

ア 人的設備がない施設（無人倉庫等）であっても、市内又は市外に管理する事業所等があれ

ば、その管理に属する事業所等（人的設備がある施設）として取り扱われます。 

イ 2,3 か月程度の一時的な事業の用に供する目的で設けられる現場事務所、仮小屋等は、事

業所等として取り扱われません。 

ウ 建設業における現場事務所など、臨時的かつ移動性を有する仮設建築物でその設置期間が

１年未満のものは、事業所等として取り扱われません。 

 (2) 一の事業所等とは、一区画を占めて経済活動を行うものをいいます。したがって、同一の敷

地内にあれば経営主体が同一である限り、一区画とみなし、一単位の事業所等となります（注）。 

（注）同一の敷地とは、公道、河川等により区分され一体として利用される土地をいいます。  

なお、公道、河川等により区分されているが、地下道、橋梁等で連絡されている場合にあって

は、同一の敷地として取り扱われます。 

 (3) 事業とは、物の生産、流通、販売又はサービスの提供など、個人、法人その他の団体が行う

すべての経済活動をいいます。 

４ 課税標準

 (1) 課税標準の算定期間 〔法701の31①八〕

法人の場合は、事業年度をいいます。 

個人の場合は、原則として 1月1日から12月31日までをいいます。 

ただし、個人の場合で年の中途で事業の開始や廃止をした場合は、開始の日や廃止の日を基

準とします。 
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 (2) 資産割

ア 資産割の課税標準である事業所床面積は、課税標準の算定期間の末日現在の事業所床面積

から非課税床面積及び課税標準の特例による控除床面積を差し引いて求めます。ただし、課

税標準の算定期間が12か月に満たない場合や中途で事業所等を新設・廃止した場合には、カ

及びキの特例があります。 

イ 事業所床面積とは、事業所用家屋の延べ面積をいいます。ただし、貸しビルなど一の事業

所用家屋を2以上の事業者が使用する場合などで共用部分（廊下、階段、機械室など）があ

る場合には、次の算式によって求めた面積が事業所床面積とされます。〔法 701 の 31①四、

法令56の16〕 

（算式） 

ウ 事業所用家屋とは、家屋の全部又は一部で人の居住の用に供するもの以外のもので現に事

業所等の用に供するものをいいます。〔法701の31①六〕 

エ 家屋とは、固定資産税における家屋をいいます。したがって、不動産登記法の建物とその

意義を同じくし、屋根及び周壁又はこれに類するものを有し、土地に定着した建造物であっ

て、その目的とする用途に供し得る状態にあるものをいいます。登記の有無は問いません。

〔法701の31①六、法341三〕 

オ 床面積の算定に当たっては、不動産登記規則第115条及び不動産登記事務取扱手続準則第

82条の規定を参考に、各階ごとに壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積に

より、平方メートルを単位として計算します。 

カ 課税標準の算定期間の月数が12か月に満たない場合の特例〔法701の40①及び法701の40③〕

6 か月決算の法人や、事業年度の途中で法人を設立した場合のように、課税標準の算定期

間の月数（注）が12か月に満たない場合の課税標準は、次の算式によって求めた面積としま

す。 

（算式） 

（注） 月数の計算について、起算日が月の初日以外から開始する場合、その期間は、事業年

度開始日から翌月の事業年度開始日に応当する日の前日までの期間を1月として計算し、

以後事業年度終了日まで同様に計算します。なお、１月に満たない端数を生じたときは、

切り上げて１月とします。 

事業所

床面積

自己の専有部分の 

延べ面積 自己の専有部分の

延べ面積 

共用部分の

延べ面積 
＝ ＋ × 

その事業所用家屋全体での 

専有部分の延べ面積の合計 

12 

課税標準の 

算定期間の月数

課税標準の算定期間の 

末日における事業所床面積 資産割の

課税標準
＝ × 
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   (例) 4月10日に北区で設立されたＡ社（12月31日決算）が本社ビル（1,200㎡）を購入し 

て事業を開始した場合の課税標準 

     Ａ社の設立第1期における課税標準の算定期間の月数は9か月になりますので、特例の 

適用があります。 

     資産割の課税標準 : 1,200㎡ ÷ 12月 × 9月 ＝ 900㎡ 

キ 課税標準の算定期間の中途における事業所等の新設又は廃止 〔法701の40②〕

課税標準の算定期間の中途において、事業所用家屋を増築又は一部取り壊したこと等によ

り、事業所床面積に増減を生じた場合でも、原則として課税標準の算定期間の末日現在の事

業所床面積を課税標準として使用します（次のケースＡの場合）。 

ただし、一の事業所等の全部が課税標準の算定期間の中途において新設又は廃止された場

合は、月割計算の適用があります（次のケースＢの場合）。 

<ケースＡ>月割計算の適用なし 

●事業所等の拡張                  同一敷地内に事業所等を構成 

                既設建物1,000㎡    する建物（1,000㎡）を新築 

●事業所等の縮小                 同一敷地内に事業所等を構成する 

                          既設建物2,000㎡   建物の1棟（1,000㎡）を取壊し 

<ケースＢ>月割計算の適用あり 

●事業所等の新設                   2,000㎡の建物を新築 

●事業所等の廃止       既設建物2,000㎡       すべて取壊し 

第1月 第2月 第3月 第4月 第5月 第6月 第7月 第8月 第9月

4/10
-5/9

5/10
-6/9

6/10
-7/9

7/10
-8/9

8/10
-9/9

9/10
-10/9

10/10
-11/9

11/10
-12/9

12/10
-12/31

→ 

→ 空 地 

空 地 → 

→ 

1月に満たない端数は 

切り上げて1月とする 
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（ア）課税標準の算定期間の中途において新設された事業所等に係る月割計算 

（算式） 

（イ）課税標準の算定期間の中途において廃止された事業所等に係る月割計算 

（算式）  

 （ウ）課税標準の算定期間の中途において新設された事業所等で当該課税標準の算定期間の中  

途において廃止されたものに係る月割計算 

（算式） 

（注） 新設・廃止があった場合の月数の計算は、課税標準の算定期間の月数の計算方法（6 ペー

ジ カ参照）と同様です。 

（注）課税標準の算定期間の月数が12か月に満たない方が、課税標準の算定期間の中途で事業所

等を新設又は廃止した場合は、上記（ア）、（イ）及び（ウ）の算式中、 

と読み替えて求めます。 

新設の日の属する月の

翌月から課税標準の算

定期間の末日の属する

月までの月数 

課税標準の 

算定期間の月数

課税標準の算定期 

間の末日における 

事業所床面積 

資産割の

課税標準

資産割の

課税標準 

廃止の日における

事業所床面積 

新設の日の属する月の

翌月から廃止の日の属

する月までの月数 

課税標準の 

算定期間の月数 

課税標準の 

算定期間の月数

課税標準の算定期間の

開始の日の属する月か

ら廃止の日の属する月

までの月数 

廃止の日における

事業所床面積 

資産割の

課税標準

「課税標準の算定期間の末日 

における事業所床面積」 

又は   

「廃止の日における 

事業所床面積」 

課税標準の 

算定期間の月数

「課税標準の算定期間の 

末日における事業所床面積」 

又は 

「廃止の日における 

事業所床面積」 

＝ × ÷ 

＝ × ÷ 

＝ × ÷ 

12 

を × 



- 9 - 

(例1)課税標準の算定期間の中途における事業所等の新設

北区で事業を行っているＡ社（12月 31日決算）が、8月 10日に本社ビル（1,200㎡）と同一

敷地内に別棟の資料倉庫（500㎡）を新築、また6月10日に南区に南営業所（700㎡）を設置し

た場合の課税標準 

1/1                   6/10            8/10         12/31 

本社ビル           

（北区） 

新築500㎡ 

          （同一敷地内） 

南営業所 

（南区） 

新築700㎡ 

8月10日における資料倉庫（500㎡）の新築は、事業所等の拡張（7ページケースＡ）に該

当するため、この部分については月割計算の適用はありません。一方、南営業所については、

事業所等の新設（ケースＢ）に該当するため、月割計算の適用があります。 

 南営業所の月割計算 

 南営業所の資産割課税標準： 700㎡ × 6月 ÷ 12月 ＝ 350㎡ 

 Ａ社の資産割課税標準  ： 本社分1,700㎡ ＋ 南営業所分350㎡ ＝ 2,050㎡ 

(例2)課税標準の算定期間の中途における事業所等の廃止 

(ア)Ｂ社(12月31日決算)が、5月25日に東営業所(1,200㎡)を廃止した場合 

  東営業所の月割計算 

 東営業所の資産割課税標準： 1,200㎡ × 5月 ÷ 12月 ＝ 500㎡

第1月 第2月 第3月 第4月 第5月 第6月 第7月 第8月 第9月 第10月 第11月 第12月

1/1
-1/31

2/1
-2/28

3/1
-3/31

4/1
-4/30

5/1
-5/31

6/1
-6/30

7/1
-7/31

8/1
-8/31

9/1
-9/30

10/1
-10/31

11/1
-11/30

12/1
-12/31

第1月 第2月 第3月 第4月 第5月 第6月 第7月 第8月 第9月 第10月 第11月 第12月

1/1
-1/31

2/1
-2/28

3/1
-3/31

4/1
-4/30

5/1
-5/31

6/1
-6/30

7/1
-7/31

8/1
-8/31

9/1
-9/30

10/1
-10/31

11/1
-11/30

12/1
-12/31

2,050㎡

1,200㎡ 1,200㎡

月数6 

月数5  

1,700㎡ 

(月割計算なし) 

350㎡ 

(月割計算あり) 

新設の日の属する月の翌月から課税標準の

算定期間の末日の属する月までの月数 

課税標準の算定期間の開始の日の属する月から

廃止の日の属する月までの月数 
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(イ)Ｃ社(3月20日決算)が、5月15日に西営業所（1,500㎡）を廃止した場合 

  西営業所の月割計算 

 西営業所の資産割課税標準： 1,500㎡ × 2月 ÷ 12月 ＝ 250㎡ 

ク 事業を休止している場合の取扱い

課税標準の算定期間の末日以前6か月以上継続して休止していたと認められる施設の事業

所床面積は、免税点判定の基礎となる事業所床面積には含まれますが、課税標準となる事業

所床面積には含まないものとして取り扱います。 

この場合、休止部分は、事業所等として閉鎖され立ち入れないなど明確に区分されている、

設置されていた機械・設備等が撤去されている、電気・ガス・水道等のライフラインが停止

しているなど事業を行っていないことが客観的に明らかな状態をいい、現に事業は行ってい

なくても維持補修が行われ、いつでも使用できる状態にあるようないわゆる遊休施設や倉庫

代わりに使用している部屋等は該当しません。 

休止の認定に当たっては、その事実を証明する資料をご提出ください。また、必要に応じ

て現地調査をさせていただく場合があります。 

ケ 事業所等が名古屋市の区域と他市町村の区域とにわたって所在する場合〔法令56の74〕

事業所等が名古屋市の区域と他市町村の区域とにわたって所在する場合は、当該事業所等

のうち名古屋市の区域内に所在する部分に係る事業所床面積に相当する面積を事業所床面積

とします。 

第1月 第2月 第3月 第4月 第5月 第6月 第7月 第8月 第9月 第10月 第11月 第12月

3/21
-4/20

4/21
-5/20

5/21
-6/20

6/21
-7/20

7/21
-8/20

8/21
-9/20

9/21-
10/20

10/21
-11/20

11/21
-12/20

12/21
-1/20

1/21
-2/20

2/21
-3/20

月数2  

課税標準の算定期間の開始の日の属する月から

廃止の日の属する月までの月数 
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 (3) 従業者割

従業者割の課税標準である従業者の給与総額は、課税標準の算定期間中に支払われた従業者 

給与総額から非課税となる従業者の給与総額及び課税標準の特例による控除給与総額を差し引

いて求めます。 

ア 従業者給与総額 〔法701の31①五、取扱通知第9章3（6）イ〕

従業者給与総額とは、従業者に対して支払われる俸給、給料、賃金及び賞与並びにこれら

の性質を有する給与（以下「給与等」といいます。）の総額をいいます。 

この場合、これらの性質を有する給与とは、扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務

手当、現物給与等をいい、退職給与金、年金、恩給等は含まれません。 

また、所得税において非課税となる給与等（通勤手当等にあっては所得税の非課税所得に

相当する額）、及び外交員その他これらに類する者の業務に関する報酬で所得税法上の事業

所得に該当するものは含まれません。 

従業者の種類 課税標準 免税点の判定 

65歳以上の者（役員を除く） 従業者給与総額に含めない。 従業者に含めない。 

障害者（役員を除く） 従業者給与総額に含めない。 従業者に含めない。 

役

員

数社の役員を兼務する役員 
それぞれの会社の従業者給与

総額に含める。 

それぞれの会社の従業者に

含める。 

非常勤の役員 従業者給与総額に含める。 従業者に含める。 

無給の役員 － 従業者に含めない。 

役員・使用人兼務役員（注1） 

従業者給与総額に含める。 

役員としての給与と使用人と

しての給与が経理上区分され

ていても、すべて従業者給与

総額に含める。 

従業者に含める。 

出

向

社

員
（
注
2
）

出向元が給与を支払う。 
出向元の従業者給与総額に含

める。 
出向元の従業者に含める。 

出向先の会社が出向元の会社に

対して給与相当分を支払う（法

人税法上給与として取り扱って

いる。）。 

出向先の従業者給与総額に含

める。 
出向先の従業者に含める。 

出向元と出向先が一部ずつ負担

する。 

それぞれの会社の従業者給与

総額に含める。 

主たる給与等を支払う会社

の従業者に含める。 

派遣法に基づく派遣社員（注3） 
派遣元の従業者給与総額に含

める。 
派遣元の従業者に含める。 

外国又は他市町村への長期派遣出張 従業者給与総額に含めない。 従業者に含めない。 

日々雇用等の臨時の従業者  従業者給与総額に含める。 従業者に含める。 

パートタイマー（注4） 従業者給与総額に含める。 従業者に含めない。 
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従業者の種類 課税標準 免税点の判定 

休職中の従業者 従業者給与総額に含める。 
給与等が支払われている場

合は従業者に含める。 

中途退職者 
退職時までの給与等は従業者

給与総額に含める。 
従業者に含めない。 

保険の外交員 
所得税法上の給与等は従業者

給与総額に含める。 

所得税法上の給与等が支払

われている場合は従業者に

含める。 

常時船舶の乗組員 従業者給与総額に含めない。 従業者に含めない。 

（注1） 使用人兼務役員は役員と同様に扱います。 

（注2） 「出向」とは、出向元企業と出向従業者の雇用関係を維持しながら、当該従業者の指揮監

督権を出向先企業に付与し、出向先企業において労務を提供させるものをいいます。 

（注3） 「派遣法」とは、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び労働派遣者の保護等に関する

法律」をいいます。 

（注4） 「パートタイマー」とは、形式的な呼称でなく、勤務の状態によって判定されるものであ

り、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律第2条に規定する短

時間労働者のうち、一週間の所定労働時間が4分の3未満である者をいいます。 

イ 白色事業専従者控除額 〔法701の31①五〕

白色事業専従者控除額（住民税において、事業を経営する納税義務者の所得の計算上必要

経費とみなされ、白色事業専従者の給与所得とみなされる額）は、従業者給与総額に含まれ

ます。 

ウ 課税標準の算定期間の中途において転勤した方の給与等

課税標準の算定期間の中途において、本市内の事業所等から他市町村の事業所等へ、又は

他市町村の事業所等から本市内の事業所等へ転勤した方がいる場合は、その方に支払われる

給与等のうち、他市町村の事業所等の勤務時に支払われる給与等については従業者給与総額

に含まれません。

また、課税区域外の建築現場事務所等へ派遣される場合も転勤の場合と同様です。 

エ 事業所等が名古屋市の区域と他市町村の区域とにわたって所在する場合〔法令56の74〕

事業所等が名古屋市の区域と他市町村の区域とにわたって所在する場合の当該事業所等の

従業者給与総額は、次の算式によって求めた額とします。 

（算式） 

＝          ×                ÷ 
当該事業所等に 

係る事業所床面積 

名古屋市の区域内に

所在する部分に係る

事業所床面積 

従業者給与総額 
当該事業所等に

係る従業者給与
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オ 障害者又は年齢65歳以上の方の給与等 〔法701の31①五及び②、法令7及び56の17〕 

役員以外の方で、年齢65歳以上の方及び住民税において障害者控除の対象となる方及び障

害者職業センターの判定により知的障害者とされた方に支払われた給与は非課税となり、課

税標準となる従業者給与総額には含まれません。 

なお、障害者又は年齢65歳以上の方であるかどうかの判定は、給与等の計算の基礎となる

期間（月給、週給等の期間）の末日（＝判定日）の現況によります。判定日において障害者

又は年齢65歳以上である方に対して支払われる給与等については従業者給与総額に含まれま

せん。 

（例）毎月1日～月末分を翌月の15日に支払う場合 

8月末             9月末            10月末          11月末 

             判定日    満65歳       判定日          判定日 

10/15支給分（9月勤務分） 11/15支給分（10月勤務分） 12/15支給分（11月勤務分） 

従業者給与総額に含む 従業者給与総額に含まない 従業者給与総額に含まない 

カ 雇用改善助成対象者の給与等 〔法701の31①五及び②、法令56の17の2、法規24の2〕

年齢55歳以上65歳未満の方のうち、次の表の左欄に掲げる国の雇用に関する助成に係る

方（以下「雇用改善助成対象者」といいます。）に支払われる給与等については、その2分の

1に相当する額は課税標準となる従業者給与総額に含まれません。 

なお、雇用改善助成対象者に該当するかどうかの判定は、オと同様です。 

雇用改善助成対象者の区分 根拠法令 

特定求職者雇用開発助成金の支給対象の方 

雇用保険法、労働施策の総合的な推進

並びに労働者の雇用の安定及び職業生

活の充実等に関する法律施行令

公共職業安定所長の指示により作業環境に適応させる

ための訓練を受けた方 

雇用保険法、労働施策の総合的な推進

並びに労働者の雇用の安定及び職業生

活の充実等に関する法律 

雇用奨励金の支給対象の方

本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客

定期航路事業等に関する特別措置法施

行令 

キ 非課税又は課税標準の特例適用施設とその他の施設に併せ従事している従業者の方の給与

等 〔法令56の49〕 

従業員の方が非課税又は課税標準の特例の適用施設とその他の施設に併せ従事している場

合、非課税又は課税標準の特例の適用を受ける給与等とその他の給与等との区分については、

それぞれの事業に従事した分量によってあん分することとされています。ただし、その分量

が明らかでない場合は、それぞれに均等に従事したものとされます。 

（注）分量とは、勤務時間をいいます。 

ク 課税標準の算定期間中において用途変更があった施設に勤務する方の給与等

課税標準の算定期間のうち課税の対象となる施設に係る期間に支払われた給与等が従業者

給与総額に含まれます。 
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５ 税率 〔法701の42、条89の7〕

事業所税の税率は次のとおりです。 

(1) 資産割  事業所床面積1平方メートルあたり 600円

(2) 従業者割 従業者給与総額の 100分の0.25

６ 税額 

(1) 事業所税の税額は、次のように算定されます。 

事業所税額 ＝            × 6 0 0 円  ＋              ×  ×  

資産割額               従業者割額 

           ＝       －            － 

           ＝       －           － 

(2) 端数処理 〔法20の4の2①、③〕 

ア 事業所税額           100円未満切捨て 

イ 事業所床面積                  1平方メートルの100分の1未満切捨て 

ウ 従業者給与総額         1円未満切捨て 

エ 課税標準となる従業者給与総額  1,000円未満切捨て 

従業者割の 

課税標準となる 

従業者給与総額 

資産割の 

課税標準となる

事業所床面積 

0 . 2 5 

1 0 0 

従業者割の 

課税標準となる 

従業者給与総額 

従業者 

給与総額

課税標準の特例適用に 

係る控除事業所床面積 

課税標準の特例適用に 

係る控除従業者給与総額 

資産割の 

課税標準となる

事業所床面積 

事業所 

床面積 

非課税に係る 

事業所床面積 

非課税に係る 

従業者給与総額
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７ 免税点 〔法701の43、条89の8〕 

事業所税は、資産割にあっては次のＡに該当する場合、従業者割にあっては次のＢに該当する

場合に課税されません。これを免税点といいます。なお、免税点の判定は、資産割及び従業者割

のそれぞれについて行います。 

Ａ 資産割  課税標準の算定期間の末日において市内の各事業所等の事業所床面積（注）の

合計が1,000㎡以下 

（注）免税点の判定を行う事業所床面積には、非課税規定の適用がある床面積は

含まれません。 

Ｂ 従業者割 課税標準の算定期間の末日において市内の各事業所等の従業者数（（4）参照）

の合計が100人以下 

資 産 割 従業者割 納 付 税 額 

免 税 点 超 免 税 点 超 資産割額と従業者割額の合算額 

免 税 点 超 免税点以下 資 産 割 額 の み 

免税点以下 免 税 点 超 従 業 者 割 額 の み 

免税点以下 免税点以下 な し 

 (1) 免税点は、課税標準の算定期間の末日の現況により判定します。 

したがって、課税標準の算定期間の中途に廃止した事業所等に係る事業所床面積及び従業者

数は、免税点判定の基礎には含まれません（事業所床面積又は従業者数が免税点を超える場合

は、課税標準の算定期間の中途に廃止した事業所等に係る事業所床面積又は従業者給与総額も

課税標準に含まれます。）。 

また、課税標準の算定期間が12か月に満たない場合の資産割の免税点の判定についても、月

割の方法は適用されず、課税標準の算定期間の末日の現況により判定します（この結果、免税

点を超えて課税されることとなる場合は、課税標準の算定期間の月数によりあん分して資産割

の課税標準を算定することになります。）。 

 (2) 免税点は、基礎控除の制度ではありません。 

したがって、例えば、課税標準の算定期間の末日における事業所床面積が1,500㎡の場合は免

税点を超えることになりますが、この場合、その超えた部分のみではなく、全体の1,500㎡が課

税対象となります。 

 (3) 事業を休止している場合のその休止部分に係る床面積は、免税点の基礎となる事業所床面積

に含まれます（事業所床面積のうち課税標準の算定期間の末日以前6か月以上連続して休止し

ていたと認められる施設に係るものは課税標準に含めない扱いがなされます。）。 

 (4) 従業者の範囲 

従業者には、一般の従業者のほか役員、日々雇用等の臨時の従業者も含まれます（11ページ

の表参照）。ただし、障害者（13ページ参照）、年齢65歳以上の方及び非課税規定の適用がある

施設に勤務する方は除かれます（障害者及び年齢65歳以上の方でも役員は従業者に含まれます。

以下同様です。）。 

従業者の範囲については、次の点にも注意してください。 

ア パートタイマーは、従業者に含まれません（12ページ注4参照）。 

イ 外交員等で給与等の支給を受けていない方は従業者に含まれません。 

ウ 船上勤務者等は従業者に含まれません。 
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エ 出向従業者は、出向先が出向元に対して給与相当分を経営指導料等として支払っている場

合で当該経営指導料等が法人税の取扱い上給与として取り扱われる場合は出向先の従業者に

含まれ、また、出向先と出向元が給与等を一部ずつ支払っている場合は主たる給与等を支払

う者の従業者に含まれます。 

オ 課税区域外の建築現場事務所等へ派遣されている方は従業者に含まれません。 

カ 数社の役員を兼務する兼務役員は、それぞれの会社の従業者に含まれます。 

 (5) 免税点の判定にあたっては、次のような特例があります。 

ア 企業組合又は協業組合の特例 〔法701の43②、法令56の72〕

企業組合又は協業組合（以下「企業組合等」といいます。）が事業を行う市内の各事業所等

のうち、企業組合等の組合員が組合員となった際その方の事業の用に供されていた事業所等

であり、かつ、その方がその後引き続きその事業所等で行われる事業の主宰者として企業組

合等の事業に従事しているもの、その他これに準ずる一定の事業所等については、企業組合

等の事業所等として合算せず、個別に免税点を判定します。 

イ 従業者の数に著しい変動がある事業所等の特例 〔法701の43④、法令56の73〕

市内の各事業所等において、課税標準の算定期間に属する各月の末日現在における従業者

の数のうち最大であるものの数値が、最小であるものの数値の2倍を超える事業所等につい

ては、次の算式によって求めた数を当該事業所等の課税標準の算定期間の末日現在の従業者

の数とみなします。 

（算式） 

なお、課税標準の算定期間の中途で新設された事業所等において、当該事業所等の新設の日

から課税標準の算定期間の末日までの期間に属する各月の末日現在における従業者の数のうち

最大であるものの数値が、最小であるものの数値の2倍を超える事業所等についても、次の算式

によって求めた数を当該事業所等の課税標準の算定期間の末日現在の従業者の数とみなします。 

（算式） 

（注）月数の計算は、課税標準の算定期間の月数の計算方法（6ページ カ参照）と同様です。 

新設の日から課税標準の算定期間の末日までの 

各月の末日現在における従業者の数の合計数 課税標準の算定期間の 

末日現在の従業者の数 
＝

新設の日から課税標準の算定期間の

末日までの期間の月数（注） 

課税標準の算定期間に属する各月の 

末日現在における従業者の数の合計数 課税標準の算定期間の 

末日現在の従業者の数 
＝

課税標準の算定期間の月数（注） 
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８ 共同事業の特例 〔法令56の51①〕 

共同事業における課税標準については、共同事業を行う共同事業者ごとの損益分配割合により

あん分した事業所床面積又は従業者給与総額とされます。 

また、免税点の判定においても、共同事業を行う各共同事業者は、その事業のうち、損益分配

割合によりあん分した事業所床面積又は従業者数と他に単独で行う事業の事業所床面積又は従業

者数と合算して判定されます。 

なお、共同事業を行う共同事業者には、その事業について連帯納税義務が課されます（共同申

告を行う必要はありません。）。 

（算式）   

＝

各共同事業者が共同事業を単

独で行うものとみなした場合

に、課税標準となるべき事業

所床面積又は従業者給与総額 

損益分配の割合 
課税標準となるべき

事業所床面積又は

従 業 者 給 与 総 額 

当該割合が定められて

いない場合、出資の価額

に応ずる割合 

共同事業に係る 

事 業 所 等 の 

事業所床面積 

又は従業者数 

＝ × ＋

他の単独事業に 

係る事業所等の 

事業所床面積 

又は従業者数 

免税点の判定を 

行う事業所床面

積又は従業者数 

×

損益分配の割合 

当該割合が定められて

いない場合、出資の価額

に応ずる割合 
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９ みなし共同事業の特例 

 (1) みなし共同事業とは 〔法701の32②、法令56の21②〕

事業者に親族又は同族会社等の特殊関係者がある場合で、その特殊関係者の行う事業が次

のいずれにも該当する場合には、その特殊関係者の行う事業は、事業者とその特殊関係者の

共同事業とみなすこととされています。

ア 事業者又は他の特殊関係者の事業と同一家屋内で行われている場合

イ 事業所税の負担を不当に減少させる結果となる場合

「事業所税の負担を不当に減少させる結果となる場合」とは、みなし共同事業の課税制度

を適用しないで計算した場合に、適用して計算した場合と比較して、事業所税の負担が結果

的に減少することとなる場合をいいます。

 (2) 免税点の判定 〔法令56の75②〕

事業者の事業所等の事業所床面積及び従業者数に、事業者と同一家屋内にある特殊関係者の

事業所等の事業所床面積及び従業者数を合算して免税点の判定を行います。 

 (3) 課税標準 〔法令56の51②〕

特殊関係者が同一家屋内で行う事業の事業所等の事業所床面積及び従業者数は合算せず、事

業者の事業所等の事業所床面積及び従業者数のみで課税標準の算定を行います。 

（例）Ａ社が特殊関係者であるB社を有する場合 

（注）  は、みなし共同事業 

となる部分を示します。 

〈免税点の判定及び課税標準の算定〉 

Ａ社 

免税点の判定 

資産割：300㎡ ＋ 500㎡ ＋ (400㎡) ＝ 1,200㎡  判定：納税義務あり 

従業者割：40人 ＋ 40人 ＋ (30人) ＝ 110人    判定：納税義務あり 

課税標準の算定 

資産割：300㎡ ＋ 500㎡ ＝ 800㎡ 

従業者割：40人 ＋ 40人 ＝ 80人分の従業者給与総額 

Ｂ社 

免税点の判定 

資産割：400㎡ ＋ 700㎡ ＝ 1,100㎡      判定：納税義務あり 

従業者割：30人 ＋ 35人 ＝ 65人        判定：納税義務なし(注) 

課税標準の算定 

資産割：400㎡ ＋ 700㎡ ＝ 1,100㎡ 

（注）Ａ社とＢ社が互いに特殊関係者である場合は、乙区のＡ社部分はみなし共同事業となり、Ｂ

社の従業者割は30人 ＋ 35人 ＋ (40人) ＝ 105人で納税義務ありとなります。

甲区    乙区           丙区 

Ａ社 

500㎡ 

40人 

Ｂ社 

400㎡

30人 

Ａ社 

300㎡ 

40人 

Ｂ社 

700㎡ 

35人 
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 (4) 特殊関係者 〔法701の32②、法令56の21①〕

特殊関係者とは、親族その他の特殊の関係のある個人又は同族会社をいい、次のいずれかに

該当するものをいいます。 

ア 第1号該当〔法令56の21①一〕 

判定対象者（特殊関係者を有する者であるかどうか判定すべき者）の配偶者、直系血族及

び兄弟姉妹 

 （特殊関係者を有する者）             （特殊関係者） 

イ 第2号該当〔法令56の21①二〕 

判定対象者の親族（第1号該当に掲げる者を除く6親等内の血族及び3親等内の姻族）で、

次のいずれかに該当する者 

（ア）判定対象者と生計を一にしている者

日常生活の生活費を共通にしていることをいい、必ずしも同居していることを必要とし

ません。 

（イ）判定対象者から受ける金銭その他の財産により生計を維持している者

判定対象者から給付を受けた金銭その他の財産又は当該金銭その他の財産の運用によ

って生ずる収入を生活費として日常生活をしていることをいいます。 

   （特殊関係者を有する者）   

ウ 第3号該当〔法令56の21①三〕 

判定対象者の使用人等（第1号該当又は第2号該当に掲げる者を除きます。）で、判定対象

者から受ける特別の金銭その他の財産により生計を維持している者  

この場合の「特別の金銭その他の財産」とは、給与、報酬等の役務又は物の提供の対価と

して受ける給付以外のものをいいます。 

   （特殊関係者を有する者）              （特殊関係者） 

判定対象者 配偶者、親、子、兄弟姉妹等 

判定対象者 使用人、友人、縁故者、書生等 

（特殊関係者）

第1号該当 

以外の親族 
判定対象者 

判定対象者と生計を一にしている方 

判定対象者からの金銭等により生計

を維持している方 
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エ 第4号該当〔法令56の21①四〕 

次に該当する個人 

（ア）判定対象者に特別の金銭その他の財産を提供して生計を維持させている者（第1号該当

又は第2号該当に掲げる者を除きます。） 

「財産を提供して」いる場合とは、財産を譲渡している場合のほか、賃貸等により利用さ

せている場合も含みます。 

（イ）（ア）の者と第1号該当から第3号該当までのいずれかに該当する関係がある者

オ 第5号該当〔法令56の21①五〕 

判定対象者が同族会社（22ページ（5）ア参照）の場合で、次に該当する個人 

（ア）同族会社の判定の基礎となった株主又は社員 

この場合の「同族会社の判定の基礎となった株主又は社員」とは、判定対象者が同族会

社であるとの判定が行われた際、直接その判定の基礎となった株主又は社員をいいます。

（イ）（ア）の者と第1号該当から第4号該当までのいずれかに該当する関係がある者 

カ 第6号該当〔法令56の21①六〕 

判定対象者を判定の基礎として同族会社に該当する会社  

なお、判定対象者が法人の場合は、判定対象者の「子会社」が特殊関係者となります。 

判定対象者 

（同族会社） 

株主等 

50％超 

（ア）に該当する特殊関係者 （イ）に該当する特殊関係者 

第2号該当の親族等 

第1号該当の配偶者等 

第3号該当の使用人等 

第4号該当の個人 

(特殊関係者を有する者) 

(特殊関係者を有する者) 

（特殊関係者） 

判定対象者（株主等） 

他の株主等 

他の株主等 

50％超 

同 族 会 社 

個 人 

（特殊関係者を有する者）

判定対象者 

（（イ）に該当する特殊関係者） 

第2号該当の親族等 

第1号該当の配偶者等 

第3号該当の使用人等 （（ア）に該当する特殊関係者） 
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キ 第7号該当〔法令56の21①七〕 

判定対象者が同族会社の場合に、その同族会社の判定の基礎となった株主又は社員（これ

らの者と第1号該当から第4号該当までのいずれかに該当する個人及びこれらの者（注）を

判定の基礎として同族会社に該当する他の会社を含みます。）の全部又は一部を判定の基礎

として同族会社に該当する他の会社  

同族会社の判定の基礎となった株主が法人の場合は、「判定対象者と親会社が同一である

子会社」及び「当該子会社の子会社」が特殊関係者となります。 

（注）かっこ書きの後者の「これらの者」には、「これらの者と第1号該当から第4号該当までのい

ずれかに該当する個人」を含みます。 

(参考) 上記以外の出資関係がない場合 

判定対象者 特殊関係者 

Ａ法人 第6号該当 Ｂ法人 

Ｂ法人 ― ― 

Ａ法人 

Ｂ法人 

65％ 

特殊関係者 

判定対象者をＡ法人とした場合、Ｂ法人が 

特殊関係者となります。 

判定対象者 

（特殊関係者を有する者） 

第6号該当の例1 

(参考) 上記以外の出資関係がない場合 

判定対象者 特殊関係者 

Ａ法人 第6号該当 Ｄ法人 

Ｂ個人 第6号該当 Ｄ法人 

Ｃ法人 第6号該当 Ｄ法人 

Ｄ法人 第5号該当 Ｂ個人 

第6号該当の例2 

Ａ法人 

Ｄ法人 

15％ 

特殊関係者 

Ｂ個人 Ｃ法人 

10％ 
30％ 

判定対象者をＡ法人とした場合、Ｄ法人が 

特殊関係者となります。 

（特殊関係者 

を有する者）

判定対象者 

判定対象者 

（同族会社） 
同族会社に該当

する他の会社 

50％超 

「同族会社の判定の基礎となった株主又は社員」 

50％超 

株主等 

他の株主等 

他の株主等 

（特殊関係者）

（特殊関係者を有する方） 50％超 

（特殊関係者）
同族会社に該当

する他の会社 
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〕までに 

(5) その他

ア 「同族会社」とは

法人税法第2条第10号に規定する同族会社をいい、その会社の株主等（その会社が自己の

株式又は出資を有する場合のその会社を除きます。）の3人以下及びその株主等と特殊な関係に

ある個人、法人（株主グループ）が、その会社の発行済株式又は出資（その会社が有する自己

の株式又は出資を除きます。）の総数又は総額の 50 パーセント超の数又は金額の株式又は出

資を有する場合等における会社をいいます。

したがって、同族会社であるかどうかの判定は、法人税と同様に、株主等の3人以下及びその

株主等と特殊な関係にある個人、法人（株主グループ）を含めて、その保有する株式の総数、出

資の金額、議決権の数又は社員の数（合名会社、合資会社又は合同会社に限ります。）により行う

ことになります。 

  イ 判定日 

同族会社に該当するかどうか、特殊関係者を有する者であるかどうか及び特殊関係者であ

るかどうかは、課税標準の算定期間の末日の現況によって判定されます。〔法令56の21⑤〕 

  ウ 連帯納税義務 

特殊関係者の行う事業が、事業者との共同事業とみなされた場合は、事業者と特殊関係者

には、その事業について連帯納税義務が課されます（共同申告を行う必要はありません。）。

〔法10の2①、取扱通知第9章3(4）ウ〕 

(参考) 上記以外の出資関係がない場合 

判定対象者 特殊関係者 

Ａ法人 第7号該当 Ｃ法人、Ｄ法人 

Ｂ法人 第6号該当 Ａ法人、Ｃ法人 

Ｃ法人 
第6号該当 Ｄ法人 

第7号該当 Ａ法人 

Ｄ法人 ― ― 

(参考) 上記以外の出資関係がない場合 

判定対象者 特殊関係者 

Ａ法人 第7号該当 Ｅ法人 

Ｂ法人 第6号該当 Ａ法人 

Ｃ法人 第6号該当 Ａ法人 

Ｄ法人 第6号該当 Ａ法人、Ｅ法人 

Ｅ法人 ― ― 

Ａ法人 

55％ 
Ｂ法人 

Ｃ法人 

60％ 

第7号該当の例1 

判定対象者をＡ法人とした場合、Ｃ法人と 

Ｄ法人が特殊関係者となります。 

Ｄ法人 

55％ 
判定対象者 

(特殊関係者を有する者) 

特殊関係者 

第7号該当の例2 

Ａ法人 

Ｂ法人 Ｃ法人 Ｄ法人 

Ｅ法人 

判定対象者 

(特殊関係者を有する者)

特殊関係者 

100％ 30％ 15％ 10％ 

判定対象者をＡ法人とした場合、Ｅ法人が 

特殊関係者となります。 

特殊関係者 
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Ⅳ 事業所税の非課税

  事業所税には、事業を行う方の性格を考慮して設けられている人的な非課税と施設の用途に着目

して設けられている用途による非課税があり、その対象等は下表のとおりです。下表の資産割欄又

は従業者割欄に○が記載されている場合は、その施設に対して資産割又は従業者割の非課税が適用

されます。 

  また、事業所税の非課税に関して、次のことにご注意ください。 

1  非課税の適用があるかどうかは、課税標準の算定期間の末日の現況（事業所等の廃止があった

場合は、廃止日の現況）によって判定されます。 

課税標準の算定期間の中途で用途変更された場合は、次のとおりになります。 

 (1) 資産割 

課税標準の算定期間の中途で課税施設から非課税施設に用途変更された場合はその施設全

体が非課税の対象となり、また、非課税施設から課税施設に用途変更された場合は月割される

ことなくその施設全体が課税の対象となります。 

 (2) 従業者割 

 非課税施設に該当する期間中に支払われた従業者給与総額のみが非課税の対象となります。 

2  用途による非課税については、直接非課税の用途に供される施設のみが非課税の対象とされま 

す。このため、廊下、階段等の共用部分は、防災施設等に係る非課税を除き、原則として、非課

税の対象となりません。 

(注)非課税施設について初めて申告される場合及び変更等があった場合は、非課税施設に該当する

事実を証明する書類（免許を必要とする業種にあっては、その免許証の写し等）及び非課税施設

に該当する部分を明確にした平面図及び求積表等を提出してください。 

非課税対象施設一覧 

（法第701条の34） 

項 号 対象施設等 要件等 
資
産
割

従
業
者
割

1  国・公共法人 
国、非課税独立行政法人及び法人税法第2条第5号

に規定する公共法人 
○ ○ 

2  公益法人等（注1）
法人税法第2条第6号に規定する公益法人等又は人

格のない社団等が行う収益事業以外の事業 
○ ○ 

3 3 教育文化施設 

博物館法第2条第1項に規定する博物館、図書館法

第2条第1項に規定する図書館、学校教育法附則第

6条の規定により設置された幼稚園 

○ ○ 

3 4 公衆浴場 
公衆浴場法第1条第1項に規定する公衆浴場で、知

事が入浴料金を定める公衆浴場 
○ ○ 

3 5 と畜場 と畜場法第3条第2項に規定すると畜場 ○ ○ 

3 6 死亡獣畜取扱場 
化製場等に関する法律第1条第3項に規定する死亡

獣畜取扱場 
○ ○ 

3 7 水道施設 
水道法第3条第8項に規定する水道事業者等の管理

に属する水道施設 
○ ○ 
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項 号 対象施設等 要件等 
資
産
割

従
業
者
割

3 8 
一般廃棄物処理施

設 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条第1項等

の規定による許可、認定又は市町村の委託を受けて

行う一般廃棄物の収集、運搬又は処分の事業の用に

供する施設 

○ ○ 

3 9 病院、診療所等 

医療法第1条の5第1項に規定する病院及び同条第

2項に規定する診療所、介護保険法第8条第28項に

規定する介護老人保健施設及び同条第 29 項に規定

する介護医療院並びに看護師等医療関係者の養成所 

○ ○ 

3 10 保護施設 生活保護法第38条第1項に規定する保護施設 ○ ○ 

3 10の2 小規模保育施設 
児童福祉法第 6 条の 3 第 10 項に規定する小規模保

育施設 
○ ○ 

3 10の3 児童福祉施設 児童福祉法第7条第1項に規定する児童福祉施設 ○ ○ 

3 10の4 認定こども園 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律第2条第6項に規定する認定

こども園 

○ ○ 

3 10の5 老人福祉施設 老人福祉法第5条の3に規定する老人福祉施設 ○ ○ 

3 10の6 障害者支援施設 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第5条第11項に規定する障害者支援施設
○ ○ 

3 10の7 社会福祉施設 
社会福祉法第2条第1項に規定する社会福祉事業の

用に供する施設 
○ ○ 

3 10の8 
包括的支援事業用

施設 

介護保険法第 115 条の 46 第 1 項に規定する包括的

支援事業の用に供する施設 
○ ○ 

3 10の9 保育事業施設 

児童福祉法第6条の3第9項に規定する家庭的保育

事業、同条第11項に規定する居宅訪問型保育事業、

同条第 12 項に規定する事業所内保育事業の用に供

する施設 

○ ○ 

3 11 農林漁業生産施設 
農業、林業又は漁業を営む者が直接生産の用に供す

る施設 
○ ○ 

3 12 
農業協同組合等共

同利用施設 

農業協同組合、水産業協同組合、森林組合等が農林

水産業者の共同利用に供する施設 
○ ○ 

3 14 卸売市場 

卸売市場法第2条第2項に規定する卸売市場、その

機能を補完する付設集団売場等及び指定場外保管場

所 

○ ○ 

3 16 電気事業用施設 

電気事業法第2条第1項第8号に規定する一般送配

電事業、同項第10号に規定する送電事業、同項第11

号の2に規定する配電事業、同項第14号に規定する

発電事業又は同項第 15 号の 3 に規定する特定卸供

給事業の用に供する施設 

○ ○ 

3 17 ガス事業用施設 

ガス事業法第2条第5項に規定する一般ガス導管事

業又は同条第 9 項に規定するガス製造事業の用に供

する施設 

○ ○ 
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項 号 対象施設等 要件等 
資
産
割

従
業
者
割

3 18 

中小企業の集積の

活性化等事業用施

設 

独立行政法人中小企業基盤整備機構法第15条第1項

第 3 号ロに規定する連携等又は中小企業の集積の活

性化等に寄与する事業を行う者が、都道府県又は独

立行政法人中小企業基盤整備機構から資金の貸付け

を受けて設置する施設 

○ ○ 

3 19 総合特別区域施設 

総合特別区域法第2条第2項第5号イに規定する事

業を行う者が市町村から同号イの資金の貸付けを受

けて設置する施設及び総合特別区域法第2条第3項

第 5 号イに規定する事業を行う者が市町村から同号

イの資金の貸付けを受けて設置する施設 

○ ○ 

3 20 鉄道事業用施設 

鉄道事業法第7条第1項に規定する鉄道事業者又は

軌道法第 4 条に規定する軌道経営者がその本来の事

業の用に供する施設で、事務所及び発電施設以外の

施設 

○ ○ 

3 21 
自動車運送事業用

施設（注2） 

一般乗合旅客自動車運送事業若しくは一般貨物自動

車運送事業又は貨物利用運送事業を経営する者がそ

の本来の事業の用に供する施設で、事務所以外の施

設 

○ ○ 

3 22 
自動車ターミナル

用施設 

自動車ターミナル法第2条第6項に規定するバスタ

ーミナル又はトラックターミナルの用に供する施設

で、事務所以外の施設 

○ ○ 

3 23 
国際路線航空事業

用施設 

国際路線に就航する航空機が使用する公共の飛行場

に設置される施設で、航空運送事業者がその事業の

用に供する施設のうち国際路線に係るもの 

○ ○ 

3 24 
電気通信事業用施

設 

専ら公衆の利用を目的として電気通信回線設備を設

置して電気通信事業法第2条第3号に規定する電気

通信役務を提供する同条第 4 号に規定する電気通信

事業（携帯電話、自動車電話等を除きます。）を営

む者が当該事業の用に供する施設で、事務所、研究

施設及び研修施設以外の施設 

○ ○ 

3 25 
一般信書便事業用

施設 

民間事業者による信書の送達に関する法律第 2 条第

6 項に規定する一般信書便事業者がその本来の用に

供する施設 

○ ○ 

3 25の2 郵便事業用施設 

日本郵便株式会社が日本郵便株式会社法第 4 条第 1

項第1号及び第6号に掲げる業務並びにこれらに附

帯する業務の用に供する施設 

○ ○ 

3 26 
勤労者の福利厚生

施設（注3） 

事業を行う者等が設置する専ら勤労者の利用に供す

る福利厚生施設 
○ ○ 

3 27 路外駐車場（注4）
駐車場法第2条第2号に規定する路外駐車場で、都

市計画において定められた都市計画駐車場等 
○ ○ 

3 28 都市計画駐輪場 

原動機付自転車又は自転車の駐車のための施設で都

市計画法第 11 条第 1 項第 1 号に掲げる駐車場とし

て都市計画に定められたもの 

○ ○ 
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項 号 対象施設等 要件等 
資
産
割

従
業
者
割

3 29 
高速道路事業用施

設 

中日本高速道路株式会社等が、高速道路株式会社法

第5条第1項第1号、第2号又は第4号に規定する

事業の用に供する施設で事務所以外の施設 

○ ○ 

4  

消防用設備等・特

殊消防用設備等・

防災施設等（注5）

特定防火対象物に設置される消防用設備等、特殊消

防用設備等及び防災施設等 
○ － 

5  
港湾運送事業用施

設 

港湾運送事業法第9条第1項に規定する港湾運送事

業者がその本来の事業の用に供する施設で、労働者

詰所及び現場事務所に係る従業者給与総額 

－ ○ 

（注1）公益法人等 〔法701の34②、法令56の23〕

公益法人等が収益事業と収益事業以外の事業とを併せ行う場合において、事業所床面積又は従

業者給与総額のうち非課税規定の適用を受けるものと受けないものとを区分することができない

ときは、法人税法施行令第6条の規定により区分して行う経理に基づき、非課税の適用を受ける

事業所床面積又は従業者給与総額を算定します。 

（注2）自動車運送事業用施設 〔法701の34③二一、法令56の37〕

次に掲げる事業を経営する者がその本来の事業の用に供する施設で事務所以外の施設が対象と

なります。 

ア 道路運送法第3条第1号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に

運行する自動車により乗合旅客を運送するものに限ります。） 

イ 貨物自動車運送事業法第2条第2項に規定する一般貨物自動車運送事業 

ウ 貨物利用運送事業法第2条第6項に規定する貨物利用運送事業のうち、同条第4項に規定

する鉄道運送事業者の行う貨物の運送に係るもの 

エ 貨物利用運送事業法第2条第8項に規定する第二種貨物利用運送事業のうち、同条第3項

に規定する航空運送事業者の行う貨物の運送に係るもの（自動車を使用して貨物の集配を行

う部分に限ります。） 

（注）「事務所」とは、事業に関連して行われる庶務、会計等の現業に属さない総合的事務を行

うもので、これに附属する物置、炊事場、会議室、金庫室等も事務所に含まれます。ただ

し、貨物の集配等を行う場所の一部で、現業に直結して現金の出納、事務所との連絡、従

業者の出欠等の事務を行うため、単に1、2の机を配した程度の場所は事務所に含まれませ

ん。 

（注3）勤労者の福利厚生施設 〔法701の34③二六、法令56の41、取扱通知第9章3(5)エ〕

事業を行う者又は事業を行う者で組織する団体等が経営するものでこれらの者等が雇用する勤

労者及び組合員の利用に供するための福利厚生施設並びにこれらの者等から経営の委託を受けて

行う専ら勤労者等の利用に供するための福利厚生施設が対象となります。 

福利厚生施設とは、体育館、保養所、理髪店、医務室、更衣室、休憩室、娯楽室、図書室、食

堂、喫茶室などをいいます。ただし、タクシー乗務員の仮眠室、電話交換手の休憩室、制服着用

義務者の更衣室、工場の浴室等の業務の性質上設置された施設は、福利厚生施設に該当しません。 
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（注4）路外駐車場 〔法701の34③二七、法令56の42〕

駐車場法第2条第2号に規定する路外駐車場で次に掲げるものが対象となります。 

ア 都市計画において定められたもの 

イ 駐車場法第12条の規定により届出がなされたもの 

駐車スペース（駐車マス）の面積の合計が500㎡以上であり、利用者から駐車料金を徴収

するものが対象となります。 

ウ 一般公共の用に供されるものとして市長が認めたもの 

公益上必要な施設からおおむね200メートル以内の距離に設置されており、不特定多数の

者の利用に供されるものが対象となります。特定の店舗等の利用者のみの利便施設となる駐

車場については、この非課税の対象となりません。 

（注）1  「路外駐車場」とは、道路の路面外に設置される自動車の駐車のための施設であっ

て一般公共の用に供されるものをいいます。 

2  「一般公共の用に供される」とは、特定の者のみに限定されず、不特定多数の者の

利用に供されることをいいます。 

3  月極駐車のみを取り扱い、時間駐車を取り扱わない駐車場は、この非課税の対象と

なりません。 

4  非課税対象面積には、駐車の用に供する部分のほか、車路、料金所及びターンテー

ブル等が含まれます。 

（注5）特定防火対象物に設置される消防用設備等、特殊消防用設備等及び防災施設等 

〔法701の34④、法令56の43〕 

消防法第 17 条第 1 項に規定する防火対象物のうち多数の者が出入りするものとして、アに掲

げる特定防火対象物の範囲（法令 56 の 43①）に該当する防火対象物（以下｢特定防火対象物｣と

いいます｡）に設置される、イ（ア）に掲げる消防用設備等、イ（イ）に掲げる特殊消防用設備等

及びイ（ウ）に掲げる防災施設等が対象になります。 

なお､非課税の対象となるのは、特定防火対象物に設置される消防用設備等、特殊消防用設備等

及び防災施設等に限られます。消防用設備等、特殊消防用設備等及び防災施設等が事業所用家屋

に設置されていても、当該事業所用家屋がアに掲げる特定防火対象物に該当しない場合は､非課

税の適用はありません。 
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ア 特定防火対象物の範囲（消防法施行令第6条別表第1からの抜粋） 

項 防火対象物の用途等 

(1) 
イ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

ロ 公会堂又は集会場 

(2) 

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの 

ロ 遊技場又はダンスホール 

ハ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する性

風俗関連特殊営業を営む店舗等で一定のもの 

ニ カラオケボックス等で一定のもの 

(3) 
イ 待合、料理店その他これらに類するもの 

ロ 飲食店 

(4) 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場 

(5) イ 旅館、ホテル、宿泊所その他これに類するもの 

(6) 

イ(1) 次のいずれにも該当する病院（火災発生時の延焼を抑制するための消火活動

を適切に実施することができる体制を有するものとして総務省令で定めるもの

を除く。） 

(ⅰ)診療科名中に特定診療科名（内科、整形外科、リハビリテーション科その他

の総務省令で定める診療科名をいう。(2) (ⅰ)において同じ。）を有すること。

 (ⅱ)医療法第7条第2項第4号に規定する療養病床又は同項第5号に規定する一 

般病床を有すること。 

 (2) 次のいずれにも該当する診療所 

 (ⅰ)診療科名中に特定診療科名を有すること。 

 (ⅱ)4人以上の患者を入院させるための施設を有すること。 

 (3) 病院（(1)に掲げるものを除く。）、有床診療所（(2)に掲げるものを除く。）

又は有床助産所 

 (4) 無床診療所又は無床助産所 

ロ 老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、有料老人ホーム、介

護老人保健施設、救護施設、乳児院、知的障害児施設等で一定のもの 

ハ 老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム、老人福祉センター、老人介護支援

センター、有料老人ホーム等で一定のもの 

ニ 幼稚園又は特別支援学校 

(9) イ 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの 

（16） 
イ 複合用途防火対象物のうち、その一部が(1)項から(4)項まで、(5)項イ、(6)項又

は(9)項イに掲げる防火対象物の用途に供されているもの 

(16の２) 地下街 

(16の３) 

建築物の地階（（16の2）項に掲げるものの各階を除きます。）で連続して地下道に

面して設けられたものと当該地下道とを合わせたもの（(1)項から(4)項まで、(5)項

イ、(6)項又は(9)項イに掲げる防火対象物の用途に供される部分が存するものに限

ります。） 
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イ 非課税対象となる施設等（アに掲げる特定防火対象物に設置されるものに限ります。） 

（ア）消防用設備等 〔法令56の43②〕 

次に掲げる設備又は施設（これらのものに附置される非常電源を含みます。）で、消防法

第17条の技術上の基準に適合するもの又は同法第17条の2の 5第 1項若しくは第17条

の3第1項の規定の適用のあるもの（経過的に認められたものを除きます。） 

区分 非課税対象施設 
非課税

割合 

消

防

用

設

備

消火設備 

※水その他消火剤を使

用して消火を行う機

械器具又は設備 

ア 消火器及び簡易消火用具（水バケツ、水槽、乾燥砂、

膨張ひる石又は膨張真珠岩） 

イ 屋内消火栓設備 

ウ スプリンクラー設備 

エ 水噴霧消火設備 

オ 泡消火設備 

カ 不活性ガス消火設備 

キ ハロゲン化物消火設備 

ク 粉末消火設備 

ケ 屋外消火栓設備 

コ 動力消防ポンプ設備 

全

部

非

課

税

警報設備 

※火災の発生を報知す

る機械器具又は設備 

ア 自動火災報知設備 

イ ガス漏れ火災警報設備 

ウ 漏電火災警報器 

エ 消防機関へ通報する火災報知設備 

オ 警鐘、携帯用拡声器、手動式サイレンその他の非常

警報器具及び非常警報設備（非常ベル、自動式サイレ

ン及び放送設備） 

避難設備 

※火災が発生した場合

において避難するた

めに用いる機械器具

又は設備 

ア すべり台、避難はしご、救助袋、緩降機、避難橋そ

の他の避難器具 

イ 誘導灯及び誘導標識 

消防用水 防火水槽又はこれに代わる貯水池その他の用水 

消火活動上必要な施設 
排煙設備、連結散水設備、連結送水管、非常コンセント

設備及び無線通信補助設備 

（イ）特殊消防用設備等 

（ア）の消防用設備等に代えて用いる消防法第 17 条第 3 項に規定する特殊消防用設備

等であって、（ア）の消防用設備等と同等以上の性能を有し、かつ、特殊消防用設備等の設

置及び維持に関する計画に従って設置し、及び維持するものとして総務大臣の認定を受け

たものをいいます。 
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（ウ）防災施設等 〔法令56の43③、④〕 

次に掲げる施設又は設備（1～9にあっては、建築基準法等の規定に適合するもの又は建

築基準法第3条第2項（建築基準法第86条の9第1項において準用する場合を含みます。）

の適用がある建築物若しくは建築物の部分に設置されているものに限ります。） 

非課税対象施設 
非課税

割合 

1  階段 

 (1) 特別避難階段の階段室及び附室 

 (2) 避難階段の階段室 

全部 

 (3) (1)及び(2)以外の直通階段で避難階（直接地上へ通ずる出入口のある階をいい、

通常は1階をいいます。）又は地上へ通じるもの（傾斜路を含みます。） 
1/2 

2  廊下 1/2 

3  消防用設備等以外の排煙設備（予備電源を含みます。） 全部 

4  非常用の照明装置（予備電源を含みます。） 全部 

5  非常用の進入口（バルコニーを含みます。） 全部 

6  避難階における屋外への出入口（風除室等） 1/2 

7  次の設備又は装置を設置している中央管理室（消防機関へ通報する火災報知設備に

係る部分は除きます。） 

 (1) 排煙設備の制御及び作動の状態の監視に係る設備 

 (2) 非常用エレベーターのかごを呼び戻す装置の作動に係る設備及び非常用エレベ

ーターのかご内と連絡する電話装置 

 (3) 消防機関へ通報する火災報知設備 

1/2 

8  非常用エレベーター（予備電源を含みます。） 全部 

9  主要構造部を準耐火構造とし、かつ、地階又は3階以上の階に居室を有する建築物

の部分のうち、次の部分で防火区画されているもの（1～8に掲げる施設又は設備に係

るものを除きます。） 

※ここでいう防火区画とは、縦方向に空間が連続する部分とその他の部分を準耐火構

造の床若しくは壁又は建築基準法第2条第9号の2ロに規定する防火設備で区画す

ることをいいます。 

 (1) 吹抜きとなっている部分 

 (2) 階段の部分 

 (3) 昇降機の昇降路の部分 

 (4) ダクトスペースの部分 

 (5) その他これらに類する部分 

（(1)～(4)からのみ人が出入りすることのできる公衆便所・公衆電話所等） 

1/2 
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非課税対象施設 
非課税

割合 

10 避難通路 

 (1) 火災予防条例の規定により設置義務のある次に掲げる施設に設置される避難通

路のうち、スプリンクラー設備の有効範囲内に設置されるもの 

ア 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂若しくは集会場 

  床に固定されたいす席が設けられた客席に設置された避難通路（火災予防条例

第58条五） 

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの及び飲食店 

階の客席の床面積が150㎡以上の場合に、客席の各部分からいす席、テーブル

席又はボックス席 7 個以上を通過せずに達するよう設置された有効幅員 1.6ｍ

（客席の床面積が300㎡未満の飲食店にあっては1.2ｍ）以上の避難通路（火災

予防条例第60条） 

ウ 百貨店、マーケットその他物品販売業を営む店舗又は展示場 

  階の売場又は展示場の床面積が150㎡以上の場合に、その売場又は展示場内に

設けられた屋外へ通ずる避難口及び階段のすべてに直通する、次の幅員を有する

主要避難通路（火災予防条例第61条①及び火災予防条例指導基準） 

売場又は展示場の床面積 幅員 

150㎡以上300㎡未満 1.2ｍ以上 

300㎡以上 1.6ｍ以上 

3,000㎡超 2.0ｍ以上 

  また、売場又は展示場の床面積が600㎡以上の場合は、上記の主要避難通路の

ほか、主要避難通路に通ずる有効幅員 1.2ｍ以上の補助避難通路（火災予防条例

第61条②） 

  ※これらの避難通路については、避難口や主要避難通路との接続のかたちや床と通

路を区別する表示、その他設置物の状態等により消防署に認定された内容を基準

として、非課税の適用部分を判定します。 

全部 

 (2) 火災予防条例の規定に基づき設置された避難通路のうち、(1)に掲げるもの以外

のもの 

   ※上記(1)の避難通路のうちスプリンクラー設備の有効範囲外のもの等 

1/2 

11 火災予防条例の規定に基づき設置された喫煙所 1/2 

12 条例又は市長若しくは消防長の命令に基づき設置する施設又は設備で、火災又は地

震等の災害による被害を予防し、又は軽減するために有効に管理されていると市長が

認めるもの 

1/2 

（注）1 イ(ア)～(ウ)の消防用設備等、特殊消防用設備等及び防災施設等であっても、壁、天

井等に埋め込まれ、又は取り付けられ、その床面積がない場合は、その設備等が設置さ

れた部分は非課税の対象となりません（例:天井に設置されたスプリンクラーヘッドの

部分）。 

2 消防法又は建築基準法施行前の建築物等については、従前の規定に適合すればよいも

のです。 
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Ⅴ 事業所税の課税標準の特例

  事業所税には、非課税と同様に、人的な課税標準の特例（以下「特例」といいます。）と用途によ

る特例があります。その対象等は下表のとおりで、表に掲げる施設等で行われる事業に対する資産

割又は従業者割の計算において、事業所床面積又は従業者給与総額にその控除割合を乗じて得た面

積又は金額が控除されます。 

  また、事業所税の特例に関して、次のことにご注意ください。 

1  特例の適用があるかどうかは、課税標準の算定期間の末日の現況（事業所等が廃止された場合

は、廃止日の現況）によって判定されます。 

課税標準の算定期間の中途で用途変更された場合は、次のとおりになります。 

 (1) 資産割 

課税標準の算定期間の中途で特例の適用がない施設から特例の適用がある施設に用途変更

された場合はその施設全体が特例の適用がある施設とされ、また、特例の適用がある施設から

特例の適用がない施設に用途変更された場合は月割されることなくその施設全体が特例の適用

がない施設として課税されます。 

 (2) 従業者割 

特例の適用がある施設に該当する期間中に支払われた従業者給与総額のみが特例の対象と

なります。 

2  用途による特例については、直接特例の用途に供される施設のみが特例の対象とされます。こ

のため、廊下、階段等の共用部分は、原則として、特例が適用されません。 

3   2以上の特例に該当する場合は、①から③までの順序により、一の特例を適用した後の課税標

準に対して次の特例を適用します。〔法令56の71、法令附則16の2の10〕 

《適用順序》 

 ① 地方税法第701条の41第1項（2以上の号に該当する場合でも重複適用は行いません｡） 

 ② 地方税法第701条の41第2項 

 ③ 地方税法附則第33条 

(注) 課税標準の特例の適用がある施設について初めて申告される場合及び変更等があった場合は、

課税標準の特例の適用がある施設に該当する事実を証明する書類（免許を必要とする業種にあっ

ては、その免許証の写し等）並びに課税標準の特例の適用がある施設に該当する部分を明確にし

た平面図及び求積表等を提出してください。 

特例対象施設一覧表 

（法第701条の41） 

項 号 対象施設等 要件等 
控除割合 

資産

割 

従業 

者割 

1 1 協同組合等 
法人税法第 2 条第 7 号に規定する協同組合等がそ

の本来の事業の用に供する施設 
1/2 1/2 

1 2 各種学校等 

学校教育法第 124 条に規定する専修学校又は同法

第 134 条第 1 項に規定する各種学校において直接

教育の用に供する施設 

1/2 1/2 
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項 号 対象施設等 要件等 
控除割合 

資産

割 

従業 

者割 

1 3 公害防止施設 

事業活動に伴って生ずるばい煙、汚水、廃棄物等の

処理その他公害の防止又は資源の有効な利用のた

めの施設 

3/4 － 

1 4 
公害防止事業用施

設 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第1項

等の規定による許可、認定を受けて行う産業廃棄

物の収集、運搬又は処分の事業その他公害の防止

又は資源の有効な利用のための事業の用に供する

施設 

3/4 1/2 

1 5 家畜市場 家畜取引法第2条第3項に規定する家畜市場 3/4 － 

1 6 
生鮮食料品価格安

定用施設 
公的補助等により設置される消費地食肉冷蔵施設 3/4 － 

1 7 
醸造業の製造用施

設 

みそ、しょうゆ、食用酢又は酒類の製造業者が直接

これらの製造の用に供する施設で、包装、びん詰、

たる詰等の作業のための施設以外の施設 

3/4 － 

1 8 
木材市場・木材保管

施設 

定期的に開場されその売買がせり売り等の方法に

より行われる木材市場又は製材業者等がその事業

の用に供する木材保管施設 

3/4 － 

1 9 旅館・ホテル用施設

旅館業法第 2 条第 2 項に規定する旅館・ホテル営

業の用に供する施設（ただし、風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関する法律第 2 条第 6 項第 4

号に掲げる営業の用に供されるものを除きます。）

1/2 － 

1 10 
港湾施設のうち一

定のもの 

港湾法第 2 条第 5 項に規定する港湾施設のうち、

港務通信施設、旅客乗降用固定施設、手荷物取扱

所、待合所及び宿泊所、船舶役務用施設 

1/2 1/2 

1 11 
港湾施設のうち上

屋、倉庫 

港湾法第 2 条第 5 項に規定する港湾施設のうち、

上屋及び倉庫業者がその本来の事業の用に供する

倉庫で、臨港地区内に設置されるもの 

3/4 1/2 

1 12 
外国貿易コンテナ

ー施設 

外国貿易のため外国航路に就航する船舶により運

行されるコンテナー貨物に係る荷さばきの用に供

する施設 

1/2 － 

1 13 
港湾運送事業用上

屋 

港湾運送事業法第 2 条第 2 項に規定する港湾運送

事業のうち同法第 3条第 1号又は第 2号に掲げる

一般港湾運送事業又は港湾荷役事業の用に供する

上屋 

1/2 － 

1 14 
倉庫業者の倉庫（営

業用倉庫） 

倉庫業法第 7 条第 1 項に規定する倉庫業者がその

本来の事業の用に供する倉庫 
3/4 － 
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項 号 対象施設等 要件等 
控除割合 

資産

割 

従業 

者割 

1 15 
タクシー事業用施

設 

道路運送法第 3 条第 1 号ハに掲げるタクシー事業

の用に供する施設で、事務所以外の施設 
1/2 1/2 

1 16 
公共の飛行場に設

置される施設 

公共の飛行場に設置される航空運送事業の用に供

する施設で、格納庫、運航管理施設、航空機整備施

設等 

1/2 1/2 

1 17 
流通業務地区内の

上屋、店舗等 

流通業務市街地の整備に関する法律第 4 条第 1 項

に規定する流通業務地区内に設置される貨物積卸

施設、倉庫、上屋、卸売業等の用に供される店舗等

1/2 1/2 

1 18 
流通業務地区内の

倉庫業者の倉庫 

流通業務市街地の整備に関する法律第 4 条第 1 項

に規定する流通業務地区内に設置される倉庫で、

倉庫業者がその本来の事業の用に供する倉庫 

3/4 1/2 

1 19 
特定信書便事業用

施設 

民間事業者による信書の送達に関する法律第 2 条

第 9 項に規定する特定信書便事業者がその本来の

事業の用に供する施設 

1/2 1/2 

2  
心身障害者多数雇

用事業所等 

心身障害者を多数雇用する一定の事業所等で、障

害者の雇用の促進等に関する法律第49条第1項第

6 号の助成金の支給に係る施設又は整備に係るも

の 

1/2 － 

（法附則第33条） ※特例の適用期限が定められています。 

項 号 対象施設等 要件等 

控除割合 

資産

割 

従業 

者割 

5  
特定農産加工事業

用施設 

特定農産加工業経営改善等臨時措置法に規定する

特定農産加工業者等が承認計画に基づき実施する

経営改善措置に係る事業又は調達安定化措置に係

る事業の用に供する施設 

1/4 － 
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Ⅵ 事業所税の減免

  名古屋市では、地方税法に規定する非課税又は課税標準の特例の適用がある施設との均衡上、特

別な事情があるものについて条例により減免することとしています。 

 減免の対象等は38～42ページ「減免対象施設一覧表」のとおりですが、表に掲げる施設等で行わ

れる事業に対する資産割又は従業者割について、その割合を乗じて得た額が減免されます。 

また、事業所税の減免に関して、次のことにご注意ください。 

1   減免を受けようとする場合は、申告納付期限までに「事業所税減免申請書」を提出していただ

いたうえ、栄市税事務所から「事業所税の減免申請に対する承認通知書」を受けることが必要で

す。 

2   減免の申請期限は、申告納付期限と同日ですが、その納付期限までに減免額が確定した（減免

承認の通知があった）場合は、減免額を控除して税額を納付することができますので、減免に該

当する方は、早めに申告書とともに減免申請書を提出してください。 

なお、納付期限までに減免額が確定しない（減免承認の通知がない）場合は、申告書に記載さ

れた納付すべき税額（減免額を控除する前の税額）を納付期限までに納付してください。後日、

減免額が確定した段階で減免額を還付いたします。 

減免額が確定していないものの、減免額を控除した税額を納付した場合で、減免の適用ができ

なかったときは、その納付期限の翌日から納付までの期間に応じて延滞金が加算されます。 

3  減免の適用があるかどうかは、課税標準の算定期間の末日の現況（事業所等が廃止された場合

は、廃止日の現況）によって判定されます。 

課税標準の算定期間の中途で用途変更された場合は、次のとおりになります。 

 (1) 資産割 

課税標準の算定期間の中途で減免の適用がない施設から減免の適用がある施設に用途変更さ

れた場合はその施設全体が減免の適用がある施設とされ、また、減免の適用がある施設から減

免の適用がない施設に用途変更された場合は月割されることなくその施設全体が減免の適用が

ない施設として課税されます。 

 (2) 従業者割 

減免の適用がある施設に該当する期間中に支払われた従業者給与総額のみが減免の対象とな

ります。 

4   直接減免の用途に供される施設のみが減免の対象となります。このため、廊下、階段等の共用

部分は、原則として、減免の対象となりません。 

5   減免額については、100円未満の端数金額を切り上げて計算します。 

(注)減免申請書の記載例について36～37ページをご覧ください。 

(注)減免申請書には、減免を受けようとする事由を証明する書類（38～42ページ「減免対象施設一 

覧表」参照）を添付する必要がありますので、事前におたずねください。 

なお、減免を受けようとする事由を証明する書類は初めて申請する時だけでなく、申請時には

毎回、申請書と併せてご提出ください。



第１３号様式

8 年 5 月 日

（宛先） 名古屋市 市税事務所長

（電話番号　　　　　　　　　　　　052-961-1111 ）

（電話番号　　　　　　　　　　　　）

 　 事業所税の減免を受けたいので、名古屋市市税減免条例第　　　 条の規定に基づき、下記の

令和 年 月 日 から

① 令和 年 月 日 まで

② ③

⑤ ⑥ ⑦

9,875.00 (2,468.75)  

減免を受けようとする事由に該当する事実を証明する書類

その他

（注）該当する□にレ印をつけてください。

－36－ －37－

適用条項を含め、減免を受けようとする事由をなるべく詳しく記載してく
ださい。

38～42ページの「減免対象施設一覧表」を参考に、減免事由を証明する書
類を併せて提出してください。また、申請内容に応じて、個別に証明書類
の提出・現地調査等をお願いすることがあります。
※減免を受けようとする事由を証明する書類は、毎年ご提出いただく必要
があります。

申告書の記載例については54～67
ページをご覧ください。

通信日付印

  　　年　　月　　日

（例）平面図、求積表、倉庫業者登録通知書、倉庫明細書

事　業　所　税　減　免　申　請　書

　従業者割額(円) 909,697

合計(円)
④

15

添付書類

⑧

7 4 1

減免を受けよ
うとする事由

名古屋市市税減免条例第　 条第　 項

名古屋市市税減免条例施行細則第30条第4号
倉庫業者がその本来の事業の用に供する倉庫に該当するため

⑨

所在地
（住所）

 従業者給与総額（円） 

港区当知3丁目101番地

31

事業所税額
 資産割額(円) 7,549,164

事業所等の所在地 事業所床面積(㎡)

　とおり申請します。

※処理事項

資産割減免額 従業者割減免額 減免額合計 納付税額

合　　　　　　　　　計 9,875.00

事 業 年 度 又 は

課 税 期 間 8 3

8,458,800

減免申請書記載例

申請者
（納税義務者）

令和

栄

※

処理
事項

発信年月日

支　店

名称（氏名） 名古屋事業所税株式会社

整理番号
確認

本　店
名古屋市中区三の丸三丁目1番1号

「②」欄の数値と「③」欄の数値の合計を記載してください。
100円未満の端数が生じた場合は、切り捨ててください。

31

事業所税の申告書（第44号様式）の「⑯」欄の数値を記載してください。

事業所税の申告書（第44号様式）の「⑩」欄の数値を記載してください。

減免申請の対象となる事業所等に係る事業所床面積を記載してください。
※事業所床面積は、非課税・課税標準の特例の適用がある場合、差し引き
　後の面積を記載してください
※減免対象となる事業所が新設・廃止された場合には、月割計算後の床面
　積をカッコ内に記載してください。
　例）使用月数が3月である場合

受付印

ご案内

3
12

9,875.00 × = 2,468.75
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減免対象施設一覧表 

（名古屋市市税減免条例）

条 項 
対象 

施設等 
要件等 

減免事由を 

証明する書類 

（下記のうちいずれか）

減免割合 

資産割
従業 

者割 

14 1 

災害に

より被

害を受

けた施

設 

震災、風水害、落雷、火災そ

の他これらに類する災害によ

り被害を受けた施設 

り災（被災）証明書、写

真、光熱水費の証明書

（請求書）、補修費用の

請求書、被災部分に係る

平面図等 

一定 

割合 

(注) 

－ 

(注) 

1 課税標準の算定期間の中途で事業を行うことができなくなったが算定期間の中途で再び行えるよう

になったもの 

               事業を行うことができなくなった日の属する月の翌月から 
          事業を再び行うことができるようになった日の属する月までの月数 

                   課税標準の算定期間の月数 

2 課税標準の算定期間の中途で事業を行うことができなくなった施設で、課税標準の算定期間の末日

後、事業を再び行うことができるようになったもの 

(1) 事業を行うことができなくなった日の属する課税標準の算定期間 

              事業を行うことができなくなった日の属する月の翌月から 
           課税標準の算定期間末日の属する月までの月数 

              課税標準の算定期間の月数 

(2) 事業を再び行うことができるようになった日の属する課税標準の算定期間 

                 課税標準の算定期間の開始の日の属する月から 
          事業を再び行うことができるようになった日の属する月までの月数 

                  課税標準の算定期間の月数 

 (3) (1)及び(2)以外の課税標準の算定期間  
一定割合 ＝ 資産割の全部 

（名古屋市市税減免条例施行細則）

条 号 
対象 

施設等 
要件等 

減免事由を 

証明する書類 

（下記の書類全て） 

減免割合 

資産割
従業 

者割 

28 1 劇場等 

法第 72 条の 2 第 8 項第 28 号

に規定する演劇興行業の用に

供する劇場等で、主として定員

制をとり、かつ、舞台、舞台裏

及び楽屋の部分の延べ面積が

その劇場等の客席部分の延べ

面積に比し広大であるもの 

ア 舞台等の部分及び客

席部分の延べ面積計算

書 

イ 舞台等の部分及び客

席部分を区分した平面

図 

舞台等

に係る

資産割

額の

1/2 

－ 

一定割合 ＝ 

一定割合 ＝ 

一定割合 ＝ 
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条 号 
対象 

施設等 
要件等 

減免事由を 

証明する書類 

（下記の書類全て） 

減免割合 

資産割
従業 

者割 

28 2 

指定自

動車教

習所 

道路交通法第99条の規定によ

る指定自動車教習所 

公安委員会より交付され

た「指定書」 
1/2 1/2 

28 3 

大学以

外の学

校の生

徒等の

旅行用

貸切バ

ス 

道路運送法第 9条の 2第 1項

に規定する一般貸切旅客自動

車運送事業者がその本来の事

業の用に供する施設（当該事

業の用に供するバスの全部又

は一部を学校教育法第 1条に

規定する学校（大学を除きま

す。）又は専修学校がその幼

児、児童、生徒又は学生のた

めに行う旅行の用に供した場

合に限ります。） 

ア 一般旅客自動車運送

事業の許可証 

イ 42ページ(注)の式

を用いて一定割合を算

出するために必要な数

値と、その数値の正当

性が確認できる書類 

一定 

割合 

(注) 

一定 

割合 

(注) 

29 1 
酒類保

管倉庫 

酒税法第 9条に規定する酒類

の販売業のうち卸売業に係る

酒類の保管のための倉庫 

ア 酒類の販売業の免許

イ 酒類の保管倉庫の平

面図（酒類の保管部

分・面積がわかるも

の） 

ウ 所轄税務署長に提出

した酒類の販売数量の

報告書 （卸売と小売

に区分されているも

の） 

1/2 － 

29 2 

タクシ

ー事業

用施設 

タクシーの台数が250台以下の

タクシー事業者がタクシー事

業の用に供する施設で事務所

以外の施設 

ア 一般乗用旅客自動車

運送事業の許可証 

イ 次の(1)～(4)を記載

した「営業所別タクシ

ー台数一覧表」 

(1) 営業所名 

(2) 営業所の所在地 

(3) タクシーの台数 

(4) ハイヤーの台数 

全部 全部 

29 3 
農林中

央金庫 

農林中央金庫がその本来の事

業の用に供する施設 
対象施設の平面図 全部 全部 
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条 号 
対象 

施設等 
要件等 

減免事由を 

証明する書類 

（下記の書類全て） 

減免割合 

資産割
従業 

者割 

29 4 

農業協

同組合

等の共

同利用

施設等 

農業協同組合、水産業協同組

合及び森林組合並びにこれら

の組合の連合会が農林水産業

者の共同利用の用に供する施

設（法701条の34第3項第12号

に掲げる非課税とされる共同

利用施設並びに購買施設、結

婚式場、理容又は美容のため

の施設及びこれらに類する施

設を除きます。） 

対象施設の平面図 全部 全部 

30 1 

古紙回

収事業

用施設 

古紙の回収の事業を行う者が

当該事業の用に供する施設 
事業内容に関する書類 1/2 － 

30 2 

家具保

管用倉

庫 

家具の製造又は販売の事業を

専ら行う者が製品又は商品の

保管の用に供する施設 

ア 事業内容に関する書

類 

イ 家具保管倉庫の平面

図 

1/2 － 

30 3 

織物、

綿製造

業等の

保管用

施設 

ねん糸、かさ高加工糸、織物

及び綿の製造並びに機械染色

整理の事業を行う中小企業者

（ねん糸及びかさ高加工糸の

製造を行う者にあっては、専

ら当該事業を行う者に限りま

す。）が、原材料又は製品の

保管（織物の製造を行う者に

あっては、製造の準備を含み

ます。）の用に供する施設 

原材料又は製品の保管

施設に係る平面図 
1/2 － 
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条 号 
対象 

施設等 
要件等 

減免事由を 

証明する書類 

（下記の書類全て） 

減免割合 

資産割
従業 

者割 

30 4 
倉庫及

び上屋 

倉庫業法第 7条第 1項に規定

する倉庫業者がその本来の事

業の用に供する倉庫又は港湾

運送事業法第 3条第 1号に規

定する一般港湾運送事業若し

くは同条第 2号に規定する港

湾荷役事業の用に供する上屋

（市内に所在するこれらの施

設に係る事業所床面積の合計

面積が倉庫又は上屋のそれぞ

れについて 30,000 ㎡未満の場

合に限ります。） 

ア 倉庫業登録通知書 

イ 倉庫明細書 

ウ 倉庫又は上屋に係る

平面図（倉庫・上屋そ

れぞれの合計面積が算

定できるもの） 

※上屋のみの場合は、ウ

のみ。 

全部 全部 

30 5 

ビルメ

ンテナ

ンス業

従事従

業者 

労災保険率適用事業細目表事

業の種類の番号 93に規定する

ビルメンテナンス業に直接従

事する従業者 

ア 労災保険率適用事業

を証する書類（保険関

係成立届等） 

イ 次の(1)～(4)を記載

した「ビル別メンテナ

ンス要員配置表」（市

内に限る） 

(1) ビル名 

(2) ビルの所在地 

(3) ビルの所有者名 

(4) 配置人員数及びその

給与総額（次の

（ⅰ）～（ⅲ）に掲

げる者に応じて区分

したものとする。）

（ⅰ）年齢 65歳以上

の者及び障害者 

（ⅱ）年齢 55歳以上 

65歳未満の雇用

改善助成対象者 

（ⅲ）（ⅰ）及び（ⅱ）

以外の者 

－ 全部 
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条 号 
対象 

施設等 
要件等 

減免事由を 

証明する書類 

（下記の書類全て） 

減免割合 

資産割
従業 

者割 

30 6 

ひな人

形・五

月人形

の保管

施設 

ひな人形及び五月人形並びに

これらの附属品の製造及び販

売の事業を専ら行う中小企業

者が、製品又は商品の保管の

用に供する施設 

保管の用に供する施設に 

係る平面図 
1/2 － 

30 7 

麻又は

化学繊

維製の

袋の保

管施設 

一度使用され、又は使用され

ずに収集され、若しくは廃棄

された麻又は化学繊維製の袋

（穀物を収納する袋に限りま

す。）の再生加工及び販売の

事業を専ら行う者が製品又は

商品の保管の用に供する施設 

保管の用に供する施設に 

係る平面図 
1/2 － 

30 8 

ディス

プレイ

業の資

材の保

管施設 

見本市、展示会等において会

場の設営等を行うディスプレ

イ業を専ら行う者がその本来

の事業の用に供する資材の保

管の用に供する施設 

保管の用に供する施設に 

係る平面図 
1/2 － 

30 9 

脱脂綿

の原材

料又は

半製品

の保管

施設 

脱脂綿の製造を行う中小企業

者が、原材料又は半製品の保

管の用に供する施設 

保管の用に供する施設に 

係る平面図 
1/2 － 

(注) 大学以外の学校の生徒等の旅行用貸切バスの減免額（一定割合） 

                       減免要件に該当する生徒等の旅行に係る 

                  バスの走行キロメートル数の合計数           

           貸切バスの総走行キロメートル数の合計数 
一定割合 ＝

1 

2 
×
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Ⅶ 事業所税の申告納付

１ 事業所税の申告及び納付のあらまし 

事業所税は、納税義務者が税額を計算して以下の申告納付期限までに申告し、その申告し

た税額を納付していただきます。 

(1) 申告納付の期限等 

区分 申 告 者 等 申告先 申告納付期限 

事

業

所

税

申

告

納

付事
業
を
行
う
法
人
又
は
個
人

【資産割】 

市内において事業を行っている方で、その事業の用

に供する事業所等の事業所床面積（非課税となる事

業所床面積は除きます。）の合計が、課税標準の算定

期間の末日現在、1,000㎡を超える方 

【従業者割】 

市内において事業を行っている方で、その事業の用

に供する事業所等の従業者（役員以外の障害者・年齢

65歳以上の方及び非課税施設に勤務する方は除きま

す。）の数の合計が、課税標準の算定期間の末日現在、

100人を超える方 

栄
市
税
事
務
所

法
人
課
税
課

（
事
業
所
税
担
当
）

【法人】 

事業年度終了

の日から2か月

以内（注） 

〔法701の46〕 

【個人】 

○原則として 

翌年の 

3月15日まで

○事業を廃止し 

た場合 

廃止の日から 

1か月以内

○納税義務者の

死亡によって

事業を廃止し

た場合 

廃止の日から 

4か月以内 

〔法701の47〕 

申

告

の

み

免税点以下であるため納付する税額がない場合で次

に該当する方 

●前事業年度又は前年中に事業所税の税額があった

方 

●事業所床面積（非課税となる事業所床面積は除き

ます。）の合計が800㎡以上の方 

●従業者（役員以外の障害者・年齢65歳以上の方及び

非課税施設に勤務する方は除きます。）の数の合計

が、80人以上の方 

〔法701の46③、701の47③、条89の10③、条細27〕 

事 業 所 等 

の新設・廃止申告
市内において事業所等を新設又は廃止された方 

新設又は廃止の

日から30日以内

事業所用家屋 

の貸付け申告 

事業所税の納税義務者に事業所用家屋を貸し付けて

いる方 

貸し付けた日又

は異動を生じた

日から30日以内

 （注）事業所税においては、法人税・法人住民税のような会計監査人の監査を理由とする申

告期限の延長制度はありません。 

(2) 申告書の添付書類 

ア 事業所税申告書（54～67ページ参照）     

（ア）事業所等明細書（別表 1）      

（イ）非課税明細書（別表 2）       



- 44 - 

（ウ）課税標準の特例明細書（別表3） 

（エ）共用部分の計算書（別表 4） 

（オ）福利厚生施設の明細 

（カ）従業者給与総額月別内訳明細表 

（キ）みなし共同事業に係る明細書 

（ク）図面求積表等 

イ 事業所用家屋の貸付け申告書 

（ア）共用部分の明細書 

（イ）事業所部分の床面積計算書 

２ 社会保障・税番号制度に基づく本人確認について 

  社会保障・税番号（マイナンバー）制度の導入に伴い、個人の方については個人番号の記

載が必要になりました。また、個人番号を記載した申告書等を提出していただく際には、番

号法（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律）に基づい

た本人確認（身元確認及び番号確認）を行います。 

本人確認に必要な書類は下表のとおりです。郵送により提出する場合は、書類の写しを同

封してください。なお、公的医療保険の資格確認書の写しを同封する場合は、保険者番号や

被保険者の記号番号等を黒塗りしてください。 

本人 代理人 

身
元
確
認

【以下に例示する書類いずれか 1枚】 

マイナンバーカード（個人番号カード）、

運転免許証、身体障害者手帳、パスポート、

在留カード、特別永住者証明書等（顔写真

付きで「氏名及び生年月日」又は「氏名及

び住所」が記載されている書類） 

公的医療保険の資格確認書、年金手帳、児

童扶養手当証書 

【上記書類をお持ちでない場合、以下に例

示する書類を 2枚】 

社員証、学生証等（顔写真のない「氏名及

び生年月日」又は「氏名及び住所」が記載

されている書類） 

代
理
権
確
認

【以下に例示する書類いずれか 1枚】 

戸籍謄本、委任状等の代理権を確認できる書類

※代理人が税理士又は税理士法人の場合 

税務代理権限証書 

代
理
人
の
身
元
確
認

【以下に例示する書類いずれか 1枚】 

マイナンバーカード（個人番号カード）、運転

免許証、身体障害者手帳、パスポート、在留カ

ード、特別永住者証明書等（顔写真付きで「氏

名及び生年月日」又は「氏名及び住所」が記載

されている書類） 

【上記書類をお持ちでない場合、以下に例示す

る書類を 2枚】 

公的医療保険の資格確認書、年金手帳、児童扶

養手当証書、社員証、学生証等（顔写真のない

「氏名及び生年月日」又は「氏名及び住所」が

記載されている書類） 

番
号
確
認

【以下に例示する書類いずれか 1枚】 

マイナンバーカード（個人番号カード）、

通知カード（氏名、住所等が住民票に記載

されている事項と一致している場合に限

ります。）、マイナンバー（個人番号）が記

載された住民票の写し 

本
人
の
番
号
確
認

【以下に例示する書類いずれか 1枚】 

本人のマイナンバーカード（個人番号カード）、

本人の通知カード（氏名、住所等が住民票に記

載されている事項と一致している場合に限りま

す。）、本人のマイナンバー（個人番号）が記載

された住民票の写し 
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３ 事業所税の申告書及び納付書の書き方 

(1) 事業所税の申告書は、54～67ページの記載例にしたがって記入してください。

(2) 納付書は、68～69ページの記載例にしたがって記載してください。 

なお、納期限経過後に納付される場合は、 7(1)により延滞金を計算し、延滞金欄に記載

のうえ、税額と併せて納付してください。 

４ 申告書の提出について 

事業所税の申告書は、栄市税事務所法人課税課（事業所税担当）へ提出してください（郵 

送の場合、申告書の控に受付印が必要な方は、切手を貼った返信用の封筒を同封してくださ 

い。）。 

５ 納付場所 

名古屋市指定金融機関、名古屋市収納代理金融機関、市税事務所及び区役所等（納付書裏

面を参照してください。） 

６ 修正申告・更正の請求・更正決定処分 

(1) 修正申告 〔法701の49②〕 

すでに確定した課税標準額又は税額が過少であったため不足額が生じることとなる場合

は、遅滞なく、修正申告書を提出するとともに、その修正により増加した税額を納付して

ください。 

また、一定の条件に該当する場合は加算金（46～48ページ）が課されます。 

(2) 更正の請求 〔法20の9の3〕 

申告書（修正申告書を含みます。）に記載した課税標準額又は税額の計算が法令の規定に

従っていなかったこと又は計算に誤りがあったことにより納付税額が過大である場合は、

申告納付期限から5年間に限り更正の請求ができます。 

(3) 更正・決定 〔法 701の 58〕 

   事実と相違した課税標準額等で申告されたり、申告書を提出されなかった場合には、更

正又は決定を受けることとなります。 

   送付された納付書のとおり納付するほか、加算金（46～48ページ）が課されます。 

７ 延滞金

(1) 延滞金 〔法701の60〕 

事業所税額を納期限後に納付する場合は、納付税額に納期限の翌日から納付の日までの

日数に応じて、延滞金額を加算して納付していただきます。 

 令和3年1月1日以後の期間に対応する延滞金は次のとおりとなります（令和2年12月31日

以前の期間に対応する延滞金は名古屋市公式ウェブサイトを参照してください。）。 

延滞金の割合は、各年の延滞金特例基準割合が年7.3％に満たない場合には、その年中に

おいては、次に掲げる延滞金の区分に応じ、それぞれ次に定める割合とします。 

ア 年14.6％の割合の延滞金  

当該延滞金特例基準割合に年7.3％を加算した割合 
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イ 年7.3％の割合の延滞金 

当該延滞金特例基準割合に年1％を加算した割合（当該加算した割合が年7.3％を超え

る場合には、年7.3％の割合） 

なお、イの割合が適用される税額の区分については、次表のとおりです。 

税額の区分 イの割合の適用期間 

① 提出期限までに提出した申告

書に係る税額 

当該税額に係る事業所税の納期限の翌日から1月を経過

する日までの期間 

② 提出期限後に提出した申告書

に係る税額 

当該提出した日までの期間及びその日の翌日から1月を

経過する日までの期間 

③ 修正申告書に係る税額 
修正申告書を提出した日までの期間及びその日の翌日

から1月を経過する日までの期間 

(注 1) 「延滞金特例基準割合」とは、平均貸付割合（各年の前々年の9月から前年の 8月ま

での各月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の合計を 12で除して得た割合と

して各年の前年の11月 30日までに財務大臣が告示する割合）に年 1％の割合を加算し

た割合をいいます。

(注 2) 計算の基礎となる税額に、1,000円未満の端数があるときはこれを切り捨て、その全額

が2,000円未満であるときはその全額を切り捨てて計算します。また、その延滞金に100

円未満の端数があるときはこれを切り捨てます。なお、その全額が1,000円未満であると

きはその全額を切り捨てます。〔法20の4の2②、⑤〕 

８ 加算金 〔法701の61、701の62〕 

(1) 不申告加算金 

ア 対象 

原則として以下の場合において申告、決定又は更正により納付すべき税額に対して次

表の割合を乗じた不申告加算金が課されます。なお、令和5年 12月 31日以前に申告書

の納付期限が到来するものについては名古屋市公式ウェブサイトを参照してください。 

（ア）期限後申告をした場合又は決定を受けた場合 

（イ）期限後申告をした後において、修正申告をした場合又は更正を受けた場合 

（ウ）決定を受けた後に、修正申告をした場合又は更正を受けた場合 
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 イ 対象税額と割合(注 1) 

対象税額等 割合 

原則 

納付すべき税額のうち 50万円以下の部分 15％ 

納付すべき税額のうち 50万円～300万円以下部分 20％(5%加重) 

納付すべき税額のうち 300 万円を超える部分 30％ 

更正や決定があるべきことを予知しておらず申告した 

または修正申告をした場合 
5％ 

加算金の 

加重措置 

(注 2) 

期限後申告、修正申告の提出または更正、決定を受けた

日の前日から起算して 5年前までに不申告加算金または

重加算金を課されたことがある場合 

10％(加重) 

期限後申告、修正申告の提出または更正、決定を受けた

課税標準の算定期間の属する年の前年度、前々年度の事

業所税において不申告加算金または重加算金が課された

ことがある場合又は課すべきと認める場合 

10％(加重) 

 (注 1) 次のすべてに該当する場合、不申告加算金はかかりません。 

（ア）申告納付期限から1か月を経過する日までに申告が行われている。 

（イ）（ア）で申告した税額の全額が期限までに納付されている。 

（ウ）申告書提出日の前日から起算して 5年前の日までの間に、事業所税について不申

告加算金又は重加算金を課されたことがなく、かつこの規定の適用を受けていない。 

 (注 2) 過去の不申告加算金については、更正や決定があるべきことを予知しておらず申

告した、または修正申告した場合は除きます。 

(2) 過少申告加算金 

ア 対象 

 原則として申告期限までに申告した場合において、更正を受けた場合又は修正申告を

した場合は、更正又は修正申告により納付すべき税額に対して下表の割合を乗じた過少

申告加算金が課されます。

イ 対象税額と割合(注) 

対象税額等 割合 

更正又は修正申告により納付すべき税額 10％ 

更正又は修正申告により納付すべき税額のうち申告期限内に申告し

た税額又は 50万円のいずれか多い金額を超える部分 
15％(5%加重) 

   (注) 修正申告書を提出した場合で更正があるべきことを予知してされたものでないと

きは、過少申告加算金はかかりません。 
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(3) 重加算金 

   不申告加算金、過少申告加算金が課される場合で、課税標準額の計算の基礎となるべき

事実を隠蔽または仮装したことによる場合は、重加算金（不申告加算金に代えて 40%、過

少申告加算金に代えて 35%）が課されます。 

(4) 端数処理 

ア 基礎となる税額 

  基礎となる税額に 1,000 円未満の端数があるときは、端数金額を切り捨てます。 

  基礎となる税額が 2,000 円未満であるときはその全額を切り捨てます。 

イ 加算金額 

  加算金額に 100円未満の端数があるときは、端数金額を切り捨てます。 

  加算金額が 1,000 円未満であるときはその全額を切り捨てます。 

９ 事業所等の新設・廃止申告 〔法701の52①、条89の11①〕

  市内において事業所等を新設又は廃止した方は、新設又は廃止した日から30日以内に、「法

人の設立・事務所事業所新設廃止申告書」を提出してください。 

１０ 事業所用家屋の貸付け申告 〔法701の52②、条89の11②及び③〕

  事業を行う方に事業所用家屋の全部又は一部を貸し付けた場合は、「事業所用家屋の貸付

け申告書」を提出してください。 

なお、事業所用家屋の貸付け申告については、別に「事業所用家屋の貸付け申告書 作成

の手引」を用意していますので、必要な方はお問い合わせ先までご連絡ください。 

(1) 申告書を提出する必要のある方 

  ア 事業を行う方に事業所用家屋を貸し付けた方 

  イ 申告した貸付け状況に異動（借主の入居・退去・貸付け面積の変更）があった方 

(2) 申告期限 

貸し付けた日又は異動があった日から 30日以内 
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Ⅷ 事業所税のＱ＆Ａ

Q1 倉庫などの従業者が常駐していない事業所等も申告する必要がありますか。 

A1 従業者が常駐しない倉庫(無人倉庫等)であっても、市内又は市外に管理する事業所等があ

れば申告する必要があります。  

Q2 算定期間(事業年度等)の中途で、事業所の 1つを廃止(新設)しましたが、月割計算はどの

ように行うのですか。 

A2 算定期間(事業年度等)の中途で廃止(新設)をした場合の床面積の算定は、月割で計算しま

す。廃止の場合は廃止の日が属する月までの月数で計算し、新設の場合は、新設の日が属す

る月の翌月からの月数で計算します。 

 ※ 一の事業所等における拡張、縮小等の単なる床面積の異動の場合は、月割計算は行いま

せん。 

  なお、「一の事業所等」とは、一区画を占めて経済活動を行うものをいい、同一の敷地内

にあれば経営主体が同一である限り、一区画とみなし、一単位の事業所等となります。 

  よって、算定期間（事業年度等）の中途で、同一ビル内の別フロアに事業所等を借り増

しした場合、または移転した場合についても事業所等の新設ではないので、月割計算は行

わず、算定期間（事業年度等）の末日の床面積が課税標準となります。 

Q3 算定期間(事業年度等)の中途で、さらに同一ビル内の別フロアに事業所等を借り増しした

場合は、月割計算になりますか。 

A3 同一ビル内で、借り増しした場合は、事業所等の新設ではないので月割計算は行わず、算

定期間(事業年度等)の末日の床面積が課税標準となります。 

Q4 貸ビル業に事業所税はかかりますか。 

A4 事業所税では、その場所を借りて実際に事業を行っている法人や個人が納税義務者となり

ます。ただし、貸ビルの管理人室や管理用品倉庫等など、ビルの管理のための施設は、貸ビ

ル業者が自己使用する施設となります。 

  なお、事業所用家屋を貸し付けている方には、事業所用家屋の貸付け申告書の提出が義務

付けられています。 

Q5 社員寮、社宅、研修所は福利厚生施設として非課税になりますか。 

A5 社員寮及び社宅は、人の居住の用に供するものであるので、そもそも課税の対象とはなり

ません。 

  研修所は、福利厚生施設であるとは認められませんので、非課税とはなりません。 

Q6 課税標準の算定期間(事業年度等)の末日に、事業所の新設・廃止があった場合は、それぞ

れ免税点判定に含まれますか。 

A6 課税標準の算定期間(事業年度等)の末日に、事業所の新設・廃止があった場合でも、当該

事業所は資産割及び従業者割の免税点判定に含まれます。 
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Ⅸ 事業所税の税額の計算例

名古屋事業所税株式会社は、3月決算（1年決算）の法人で、4月 1日から翌年 3月 31日まで

の事業年度において、使用している事業所用家屋の床面積及び事業年度中に支払われた給与総

額等は、次のとおりとします。 

○ 本 社（中区三の丸三丁目1番1号） 

(1) 名古屋市税ビル（特定防火対象物）に入居（名古屋市税不動産株式会社所有） 

(2) 名古屋市税ビル全体の床面積                               7,273.43㎡ 

(3) (2)のうち、入居事業所全体の専用床面積                           4,464.04㎡ 

(4) (3)のうち、名古屋事業所税株式会社の専用床面積                    1,217.56㎡ 

(5) (4)のうち、福利厚生施設に係る非課税床面積                         122.68㎡ 

(6) (4)のうち、防災施設等に係る非課税床面積                              38.45㎡ 

(7) 共用床面積                                                         2,809.39㎡ 

(8) (7)のうち、防災施設等に係る非課税床面積                           1,742.18㎡ 

(9) 本社勤務従業者70人に支払われた給与総額            ２億9,438万5,871円 

(10) (9)のうち、福利厚生施設に勤務する従業者2人に支払われた給与等    439万7,889円 

(11) (9)のうち、役員以外の年齢65歳以上の従業者15人に支払われた給与等 

3,300万6,178円 

(12) (9)のうち、年齢55歳以上65歳未満の雇用改善助成対象者2人に支払われた給与等 

                                438万8,798円 

(13) 名古屋市税ビル内に事業所税愛知株式会社（特殊関係者）が入居 

（専用床面積：304.39㎡、共用床面積：72.76㎡、従業者数：15人） 

○ 港 倉 庫（港区当知三丁目1番地の 1） 

(1) 事業所床面積                                                      40,000.00㎡ 

(2) (1)のうち、営業用倉庫に係る課税標準の特例の対象となる床面積      39,500.00㎡ 

(3) 港倉庫勤務従業者20人に支払われた給与総額                       6,839万4,688円 

(4) (3)のうち、年齢55歳以上65歳未満の雇用改善助成対象者1人に支払われた給与等 

190万3,424円 

○ 中村営業所（中村区名駅一丁目1番 1号） 

(1) 東営業所へ移転するため、12月15日に廃止 

(2) 廃止の日現在の事業所床面積                                          849.41㎡ 

(3) 4月1日から12月15日までの間に中村営業所に勤務した従業者20人に支払われた 

給与総額                                               3,321万3,842円 

○ 東 営 業 所（東区主税町 1丁目 1番地） 

(1) 中村営業所から移転し、12月15日に新設 

(2) 算定期間の末日の事業所床面積                                         948.36㎡ 

(3) (2)のうち、福利厚生施設に係る非課税床面積                            58.77㎡ 

(4) 12月15日から翌年3月31日までの間に東営業所に勤務した従業者20人に支払われた 

給与総額                            1,123万3,841円 

(5) (4)のうち、役員以外の年齢65歳以上の従業者1人に支払われた給与等 

279万8,735円 
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(資産割) 

１ 免税点判定 

〔専用床面積〕   〔共用床面積〕 

  1,217.56㎡ 

  4,464.04㎡ 

〔専用部分のうちの非課税床面積〕         〔全体の専用床面積〕 

－ (122.68㎡ ＋ 38.45 ㎡) ＋ (304.39㎡ ＋ 72.76㎡) 

                    〔事業所税愛知株式会社の事業所床面積〕 

＝ 1,217.56㎡ ＋ 291.07㎡ － 161.13㎡ ＋ 377.15㎡ ＝ 1,724.65㎡ … (あ） 

港倉庫     40,000.00 ㎡ …  (い) 

東営業所      948.36 ㎡ － 58.77 ㎡ ＝ 889.59㎡ …  (う） 

(あ) ＋ (い) ＋ (う）＝ 42,614.24㎡ → 免税点超 

(注)中村営業所は、課税標準の算定期間の末日現在所在しないので免税点判定の事業所床

面積には含めません。 

２ 課税標準 

本 社       1,347.50㎡ …  (え) 

港倉庫   40,000.00㎡ － ( 39,500.00㎡ ×   ) ＝ 10,375.00㎡ …  (お） 

中村営業所 849.41㎡ ×   ＝ 637.05㎡ …  (か) 

〔端数処理 637.0575〕 

東営業所  ( 948.36㎡ － 58.77㎡ ) ×   ＝ 222.39㎡ …  (き） 

〔端数処理 222.3975〕 

(え) ＋ (お) ＋ (か) ＋  (き) ＝ 12,581.94 ㎡ 

３ 資産割額   〔税率〕

12,581.94 ㎡ × 600 円 ＝ 7,549,164円 …  (く)（注）1円単位まで記入してください。

本社   1,217.56㎡  ＋  ( 2,809.39㎡  －  1,742.18㎡ ) ×

共用部分のうち

の非課税床面積

名古屋事業所税株式

会社の専用床面積 

3 

4 

課税標準の

特例床面積

事業年度開始の月から 

事業所の廃止の月までの月数

営業用倉庫

の控除割合

9 

12 

新設の月の翌月から 

事業年度終了の月までの月数

非課税

床面積

3 

12 

端数処理

291.079…
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(従業者割) 

１ 免税点判定 

〔非課税〕 

本社    70人 －（ 2人  ＋  15 人 ） ＋ 15人＝ 68人 …  (け) 

港倉庫     20人 …  (こ) 

東営業所  20人 － 1人 ＝ 19人 …  (さ) 

(け) ＋(こ) ＋ (さ) ＝ 107 人 → 免税点超 

２ 課税標準 

〔非課税〕 〔控除割合〕

本社 294,385,871円 － { 4,397,889円 ＋ 33,006,178円 ＋ ( 4,388,798円 ×  ) } 

＝ 254,787,405円 … (し) 

 〔控除割合〕 

港倉庫   68,394,688円 － ( 1,903,424円 ×  ) ＝ 67,442,976円 … (す) 

中村営業所  33,213,842円 … (せ) 

東営業所  11,233,841円 － 2,798,735円 ＝ 8,435,106円 … (そ) 

(し) ＋ (す) ＋ (せ) ＋ (そ) ＝ 363,879,329円 → 363,879,000円  

〔端数処理〕

３ 従業者割額   

         〔税率〕 

363,879,OOO 円 ×      ＝ 909,697円 … (た)（注）1円単位まで記入してください。

(事業所税額) 

(く) ＋ (た) ＝ 8,458,861円 → 8,458,800 円 

〔端数処理〕 

年齢65歳 

以上の者

年齢65歳 

以上の者 

年齢65歳 

以上の者の分

年齢65歳 

以上の者の分

雇用改善助成

対象者の分 
1 

2 

雇用改善助成

対象者の分 
1 

2 

0.25

100

事業所税愛知株式会社

の従業者 
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Ⅹ 事業所税の申告書の書き方

50～52ページに、〔Ⅸ 事業所税の税額の計算例〕を掲げましたので、これを参考に申告書を

作成してください。なお、申告書・別表等の相互関係は以下のとおりです。 

１ 資産割 

事業所ごと 

２ 従業者割

事業所床面積①
共用床面積㋑

事業所床面積と 

なる共用床面積⑥

法第701条の34 

第3項第26号の 

非課税床面積 

その事業所の 

福利厚生施設の

床面積の合計 

通年使用の事業所の

合計欄の㋐の合計

明細区分２の計の㋒

明細区分１の計の㋒

控除事業所床面積⑥

控除事業所床面積⑤

非課税に係る 

事業所床面積④

非課税に係る 

事業所床面積③

事業所床面積②

新設廃止の事業所の

合計欄の㋐の合計

新設廃止の事業所の合計欄の㋒の合計

通年使用の事業所の合計欄の㋒の合計

事業所税申告書 事業所等明細書（別表 1） 

非課税明細書（別表2） 

課税標準の特例明細書（別表 3） 

福利厚生施設の明細

共用部分の計算書(別表 4)

従業者給与総額⑫ 計の①の合計

障害者・65歳以上の 

従業者欄の㋒の額合計欄の

㋒の合計

明細区分 1の計の㋔と

明細区分 2の計の㋔の合計

課税標準となる 

従業者給与総額⑮

控除 

従業者給与総額⑭

非課税に係る 

従業者給与総額⑬

非課税明細書（別表 2）

事業所税申告書 事業所等明細書（別表 1）

課税標準の特例明細書（別表 3）

従業者給与総額

月別内訳明細表

その他非課税に係る 

従業者の㋒の合計 

雇用改善助成対象者欄

の○カの額 合計欄の

○カの合計 その他特例に係る控除従

業者給与総額の○カの合計 

計の②

計の④

計の③

計の⑤

計の⑥の合計

千円未満切り捨て 

事
業
所
ご
と

事

業

所

ご

と

事業所ごと 

事業所ごと

事
業
所
ご
と



４６０－８５０８

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

尾張　　諸蔵

□個人番号カード
□運転免許証
□代理権限証書
□税理士証票
□その他
　（　　　　　　　　　　　）

番
号
確
認

 □済

（電話　　123－456-7890　　　　）

備
考

　既　 に　 納　 付　 の　 確　 定　 し　 た　 資　 産　 割　 額 ⑪

円

関与税理
士 氏 名

　資   　　 　 産  　　 　  割  　　  　 額  　　 （　  ⑨  ×  ６ ０ ０ 円　  ） ⑩

十億 百万 千 円

00

　課 税 標 準 と な る 床 面 積 合 計 （ ⑦ + ⑧ ） ⑨

㎡

　従 業 者 割 額      ( ⑮ × )

　こ の 申 告 に よ り 納 付 す べ き
　事 業 所 税 額  　　　　 （ ⑱ - ⑲ ）

⑳

円

00

円

×

0012

　② に 係 る 課 税 標 準 と な る 床 面 積 ⑧

㎡

　既 に 納 付 の 確 定 し た 事 業 所 税 額
　　　　　　　　　　　　　　　　　         （ ⑪ + ⑰ ）

⑲

円

　課 税 標 準 と な る 従 業 者 給 与 総 額
                                     （ ⑫ - ⑬ - ⑭ ）

⑮

円

000

　非 課 税 に 係 る 従 業 者 給 与 総 額 ⑬

円

課税標準と

なる事業所

床　面　積

　① に 係 る 課 税 標 準 と な る
　床 面 積 （ ① - ③ - ⑤ ）

⑦

㎡

　資 産 割 額 と 従 業 者 割 額 の 合 計 額
　　　　　　　　　　　　　　　　　         （ ⑩ + ⑯ ）

⑱

⑯

円
0.25

100

　② に 係 る 控 除 床 面 積 ⑥

㎡

　既 に 納 付 の 確 定 し た 従 業 者 割 額 ⑰

円

控除事業所

床　面　積

　控 除 従 業 者 給 与 総 額 ⑭

円

　従 業 者 給 与 総 額 ⑫

十億 百万 千 円

資

産

割

事　業　所

床　面　積

　算 定 期 間 を 通 じ て 使 用 さ れ た 事 業
　所 床 面 積

①

㎡

従

業

者

割

　算 定 期 間 の 中 途 に お い て 新 設 又 は
　廃 止 さ れ た 事 業 所 床 面 積

②

㎡

　② に 係 る 非 課 税 床 面 積

非課税に係る

事業所床面積

　① に 係 る 非 課 税 床 面 積 ③

㎡

④

㎡

　① に 係 る 控 除 床 面 積 ⑤

㎡

令和 年 月 日から令和 年

資本金の額又
は出資金の額

兆 十億 百万

月 日までの
事業年度又
は課税期間

の事業所税の 申告書 総務課　　　愛知　次郎

所轄税務署名 名古屋　中 　　　　　税務署代表取締役　　　名古屋　太郎

　この申告に
　応答する者
　の氏名

（電話　　　　　９６１－１１１１　　　　　　　　）

個人番号又は
法　人　番　号

支店

〒 （電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（フリガナ）
法人の代
表者氏名

（フリガナ）
氏名又は
名　　　称

ナゴヤジギョウショゼイ

住所

又は

所在地

本店

〒

名古屋事業所税株式会社

　　　　　　　　　　　　ナゴヤ　　タロウ

 □済

 □未済

（
確
認
資
料

）

（
確
認
資
料

）

令和 年 月 日
※
処
理
事
項

身
元
確
認

（第44号様式）　事業所税申告書

第
四
十
四
号
様
式

（
提
出
用

）

日

（電話　　　　０５２－９６１－１１１１　　　　　　　　　　　　　　　　　）
事業種目 ○貿易業・倉庫業

□個人番号カード
□住民票
□通知カード
□システム

発　信　年　月　日 整　理　番　号 事務所 管　理　番　号

千円

名古屋市　　栄 　市税事務所長 申　告　年　月　日 令和 年 月

申告区分

通 信 日 付 印 確 認
（宛先）

受付印

60000000001 060

500000

8 5   31

３６８０５１４

０５２２７１１
１２

４６１９４５７

８８５４８

３１１６１

４９１８５２１

４４９５８

７７７９７１

７７８５

００５２６９２

２４２８２２７０４

２０８２０２０４

１１１６４１３

９７８３６３

８８５４８

個人の場合は氏名を、法人の場合は名称を

記載してください。また、フリガナは必ず

付してください。

個人番号（行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律
第 2条第 5項に規定する個人番号をいいま
す。）又は法人番号（同条第16項に規定す
る法人番号をいいます。）を記載してくだ
さい。なお、個人番号を記載する場合には、
左側を1文字空けて記載してください。

法人の場合、この申告書の作成時の代表者

の方の氏名及び職名を記載してください。

また、フリガナは必ず付してください。

事業所等明細書（別表1）の「1 算定期間
を通じて使用された事業所等」の事業所床
面積の合計を①に、「2 算定期間の中途に
おいて新設又は廃止された事業所等」の事
業所床面積の合計を②に記載してください。

非課税明細書（別表2）の非課税床面積㋐
の合計を「1 算定期間を通じて使用された
事業所等」と「2 算定期間の中途において
新設又は廃止された事業所等」に分けて合
計し、それぞれ③又は④に記載してくださ
い。

課税標準の特例明細書（別表3）の控除事
業所床面積㋒の合計を「1 算定期間を通じ
て使用された事業所等」と「2 算定期間の
中途において新設又は廃止された事業所
等」に分けて合計し、それぞれ⑤又は⑥に
記載してください。

課税標準の算定期間の月数（以下「算定期
間の月数」といいます。）を、暦に従って
計算（1 月に満たない端数は、切り上げ）
し、算定期間の月数が12月に満たない場合
は、

を記載してください。

（①－③－⑤）

12（月）
×算定期間の月数

次に掲げる事業所等に応じそれぞれに対応する（②－④－⑥）の数値（算定期間が12

月に満たない場合は、12で除したうえで算定期間の月数を乗じて得た数値）にそれぞ

れ次に掲げる割合を乗じて得た数値の合計を記載してください。

(1) 算定期間の中途において新設された事業所等（(3)を除きます。）

新設の日の属する月の翌月から算定期間の末日の属する月までの月数

算定期間の月数

(2) 算定期間の中途において廃止された事業所等（(3)を除きます。）

算定期間の開始の日の属する月から当該廃止の日の属する月までの月数

算定期間の月数

(3) 算定期間の中途において新設され、かつ、廃止された事業所等

新設の日の属する月の翌月から当該廃止の日の属する月までの月数

算定期間の月数

端数処理せずに、1円単位まで記載してくだ
さい。
税額のない申告（事業所床面積800 ㎡～
1,000㎡、従業者数80人～100 人等）をする
方は、この欄以下は記載しないでください。

修正申告の場合に、既に納付
の確定した当期分の資産割額
又は従業者割額をそれぞれ記
載してください。

この欄は記載しないでください。
名古屋市の区域内の事業所等がすべ
て支店の場合は主たる支店の所在地
を記載してください。

事業の種類を具体的に、例えば「電気
器具製造業」と記載してください。な
お、2 以上の事業を行う場合にはそれ
ぞれの事業を記載し主たる事業に○を
付してください。

期末現在における資本金の額又は出資
金の額を記載してください。

法人税・所得税の申告に係る所轄税務
署名を記載してください。

この申告書について応答していただけ
る方の氏名及び電話番号を記載してく
ださい。

当期の最初の申告の場合は記載しない
でください。それ以降の申告の場合は
「修正」と記載してください。

事業所等明細書（別表1）の従業者給
与総額㋔の合計（明細区分1の計と明
細区分2の計の合算額）を記載してく
ださい。

非課税明細書（別表2 ）㋒の合計を記
載してください。

課税標準の特例明細書（別表3）の控
除従業者給与総額㋕の合計を記載して
ください。

課税標準となる従業者給与総額に
1,000 円未満の端数が生じた場合は切
り捨ててください。

資産割及び従業者割の合計の税額に
100 円未満の端数が生じた場合は切り
捨ててください。

税理士がこの申告書を作成し
た場合は、その氏名、電話番
号を記載してください。

※市税の申告に関する書類の
作成など市税の申告等の事務
を業として本人の代理で行う
ことができるのは、税理士等
一定の資格を有する者に限ら
れていますので、ご注意くだ
さい。

端数処理のしかた

床面積については、それぞれの記載

欄ごとに1平方メートルの100分の1未

満を、従業者給与総額については、そ

れぞれの記載欄ごとに1円未満を切り

捨ててください。

⑩⑯欄については、端数処理せずに1

円単位まで記入してください。

－54－ －55－

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

７９６９０９

二次元

コード

本市管理用の二次元コー
ドが印字されています。
提出時に切り取っていた
だいて構いません。

7 4 1 8 3 3 1



事 業 所 等 の 名 称

㎡

㎡

事業所等明細書

　　　・　　　　　・　　　から１

2

計

(別表 1 ）事業所等明細書

月

9

3

　　　・　　　　　・　　　まで

月

　　　・　　　　　・　　　から１

2

計
　　　・　　　　　・　　　まで

　　　・　　　　　・　　　まで

　　　・　　　　　・　　　まで

　　　・　　　　　・　　　から１

2

計 90月

　　　・　　　　　・　　　から１

2

計 20月

20月

東営業所 東区主税町１丁目１番地 　　　・　　　　　・　　　から１

2

計 20月

　　　・　　　　　・　　　まで

　　　・　　　　　・　　　まで

 中村営業所
　　　・　　　　　・　　　から１

2

計
月

 港倉庫
　　　・　　　　　・　　　から１

2

計

　　　・　　　　　・　　　まで

 本社 ㎡
　　　・　　　　　・　　　から

人
１

2

計

※※   ※※
処 理 事 項

明

細
区

分

所 在 地 及 び ビ ル 名 資　　　　　　　　　　　　産　　　　　　　　　　　　割 従　業　者　割

事 業 所 用 家 屋 の 所 有 者　 　 住 所 ・ 氏 名
　　　専 用 床 面 積　　　㋐ 使用した期間（年月日）

従 業 者 数    ㋓

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号
　　　　　　　　　　　　名古屋不動産㈱ 月

　　　・　　　　　・　　　まで

事 業 所 床 面 積
　（㋐＋㋑）

㋒

区分 管 理 番 号 申告区分

第
四
十
四
号
様
式
別
表
一

（
提
出
用

）

令和7年4月1日から

令和8年3月 31日まで

  １　算定期間を通じて使用された事業所等
　２　算定期間の中途において新設又は廃止
　　　された事業所等

氏名又は
名　　　称

明　細　区　分　の　別

算
定
期
間

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所

名古屋事業所税株式会社
個人番号又は
法  人  番  号

20

70

　従 業 者 給 与 総 額　　　　㋔
　　　共 用 床 面 積　　　㋑ 同上の月数

千百万十億 円

60000000001 060

６５７１２１

７０１９２

１４９４８

００００００４

６３８４９

６３８４９

００００００４

１４９４８

３６８０５１

３６８０５１４

７７７９７１

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯
◯

7 ４ １
7 １２ １５

7 １２ １５
8 ３ ３１

１７８５８３４９２

２４８３１２３３

８８６４９３８６

１４８３３２１１

９５５０８７２６３

３８６７４４４４

印字された事業所等の名称が異な

る場合は、修正箇所を二重線で抹

消し、記載してください。新設し

た事業所等の場合には、事業所等

の名称を「本社」又は「○○営業

所」等と記載してください。

印字された所在地やビル名が異な

る場合は、修正箇所を二重線で抹

消し、記載してください。新設し

た事業所等の場合には、その所在

地及びビル名を記載してください。

この申告の対象となった事業所用

家屋を所有する方と使用する方が

異なる場合のみ所有者の住所・氏

名を記載してください。

期末又は廃止の日現在に、事業所

等の用に供する専用の部分の延べ

面積（非課税床面積を含む）を記

載してください。

専用床面積に対応する共用部分の

計算書（別表 4 ）の⑥の共用床面

積を記載してください。

「専用床面積」と「共用床面積」の

合計（非課税床面積を含む）を記載

してください。なお、事業所用家屋

の全部を専用している場合等で共用

床面積がない場合は、この欄のみ記

載してください。

「明細区分」の欄は、次により記載してください。

(1) 1 は、事業所等が算定期間を通じて使用されたものをいい、2 は、事業所等が算定期間の中途において新設又は廃止された

ものをいいます。また、計は、 1又は 2のそれぞれの合計をいいます。

(2) (1) の区分に従って、該当する項目に○印を付してください。

(3) 前事業年度の申告に基づき「事業所等の名称」及び「所在地及びビル名」が印字されていますので、前事業年度から引き続

き使用している事業所等は、明細区分にかかわらず、名称、所在地の該当する明細欄に資産割及び従業者割に関する項目を記

載してください。算定期間の開始の日前に廃止された事業所等は、斜線で抹消してください。算定期間の開始の日以後に新設

された事業所等は、印字された事業所等の次に記載し、その後に 1 の合計、2 の合計の順に記載してください(「専用床面積」

及び「共用床面積」の合計は、記載する必要はありません。)。

(4) 一の用紙に記載される事業所等の全部が1 又は 2 である場合には、上記 (2)及び (3) の記載の例によらずに、「明細区分の

別」の欄中の該当する数字に○印を付してください。

床面積については、それぞれの記載欄

ごとに 1 平方メートルの100分の1未

満を、従業者給与総額については、それ

ぞれの記載欄ごとに1円未満を切り捨て

てください。

端数処理のしかた

算定期間中に支払われた給与等の総額

（非課税従業者に支払われた給与を含

む）を記載してください。

期末又は廃止の日現在における従業者

数（非課税従業者を含む）を記載して

ください。

ただし、当該算定期間に属する各月の

末日現在における従業者の数のうち最

大であるものの数値が、当該従業者の

数のうち最小であるものの数値に 2を

乗じて得た数値を超える場合は、当該

算定期間の各月の末日現在における従

業者数の合計を当該算定期間の月数で

除して得た数値を記載してください。

なお、この場合は、各月の末日現在の

従業者数の明細を添付してください。

明細区分の2に該当する場合、月数は

次により記載してください。

(1) 算定期間の中途において新設され

た事業所等（ (3) を除きます。）

新設の日の属する月の翌月から算

定期間の末日の属する月までの月数

(2) 算定期間の中途において廃止され

た事業所等（ (3) を除きます。）

算定期間の開始の日の属する月か

ら当該廃止の日の属する月までの月

数

(3) 算定期間の中途において新設され、

かつ廃止された事業所等

新設の日の属する月の翌月から、

当該廃止の日の属する月までの月数

個人番号（行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律第2条第 5項に規定する個
人番号をいいます。）又は法人番号（同条第16項に規定
する法人番号をいいます。）を記載してください。なお、
個人番号を記載する場合には、左側を1 文字空けて記載
してください。

明細区分の2に該当する場合に、事業所等

を使用した期間の年月を記載してください。この欄は記載しないでください。

港区当知３丁目１０１番地

中村区名駅一丁目１番１号

中区三の丸三丁目１番１号

－56－ －57－

二次元

コード

本市管理用の二次元コード
が印字されています。
提出時に切り取っていただ
いて構いません。

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０



区分

※

㎡ 人 円

※

㎡ 人 円

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

非　 課　 税　 事　 業　 所　 床　 面　 積　 等　 の　 合　 計         

     （別表 2 ）非課税明細書

法第７０１条の３４第　　　　　　　　項第　　　　　　　　　号該当　　　　

法第７０１条の３４第　　　　　　　　項第　　　　　　　　　号該当　　　　

法第７０１条の３４第　　　　　　　　項第　　　　　　　　　号該当　　　　

障　 害　 者　　・　　６　 ５　 歳　 以　 上　 の　 従　 業　 者       

法第７０１条の３４第　　　　　　　　項第　　　　　　　　　号該当　　　　

法第７０１条の３４第　　　　　　　　項第　　　　　　　　　号該当　　　　

障　 害　 者　　・　　６　 ５　 歳　 以　 上　 の　 従　 業　 者       

事業所等の名称 　本社

非課税従業者給与総額　　　㋒

法第７０１条の３４第　　　　　　　　項第　　　　　　　　　号該当　　　　

事業所等の名称 　東営業所 事業所等の所在地 　東区主税町１丁目１番地

　　　非　　　　課　　　　税　　　　の　　　　内　　　　訳
資　　産　　割 従　　業　　者　　割

非課税床面積       ㋐ 非課税従業者数㋑ 非課税従業者給与総額　　　㋒

第
四
十
四
号
様
式
別
表
二

（
提
出
用

）

令和　　　年　 月 　日まで
氏名又は
名　　　称 　名古屋事業所税株式会社
個人番号又は
法　人　番　号

事業所等の所在地 　中区三の丸三丁目１番１号

　　　非　　　　課　　　　税　　　　の　　　　内　　　　訳

非  課  税  明  細  書
算
定
期
間

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

資　　産　　割 従　　業　　者　　割

非課税床面積       ㋐ 非課税従業者数㋑

申告区分

令和　　 年　 月　 日から

※
処理
事項

整　理　番　号 事務所 管　理　番　号

千百万十億

千百万十億

7 ４ １

8 ３ ３１

９８８７９３４

７６０4０４７３

８７１6００３３５１

７１

２８６２２１

５４８３

３１１６１

３ ２６

４

３ ２６ ７７８５

７７８５

０９９１２

１

１

８１

５３７８９７２

５３７８９７２

２０８2０２０４

この欄は記載しないでください。 課税標準の算定期間を記載してください。

非課税に係る該当項目ごとにそれぞ

れ適用される法令条項等を記載して

ください(23～26ページ参照）。

期末又は廃止の日現在における非課

税に係る床面積を該当項目ごとにそ

れぞれ記載してください。

ただし、事業所等明細書（別表1）

の共用床面積に係る非課税床面積は、

共用部分の計算書（別表4 ）におい

て記載し、この明細書には記載しな

いでください。

2 以上の事業所等について、非課税

の規定の適用がある場合は、この欄

に合計を記載してください。

なお、非課税明細書が2 枚以上とな

る場合は、最終の非課税明細書のこ

の欄に合計を記載してください。

算定期間中に支払われた給与等の額

のうち非課税に係る給与等の額を該

当項目ごとに記載してください。

期末又は廃止の日現在における非課

税に係る従業者数を該当項目ごとに

記載してください。

床面積については、それぞれの記載欄ご

とに1平方メートルの100分の1未満を、

従業者給与総額については、それぞれの記

載欄ごとに1円未満を切り捨ててください。

端数処理のしかた

個人番号（行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等
に関する法律第 2条第 5項に規定す
る個人番号をいいます。）又は法人
番号（同条第16項に規定する法人番
号をいいます。）を記載してくださ
い。なお、個人番号を記載する場合
には、左側を1文字空けて記載して
ください。

－58－ －59－

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０



区分

※

㎡ ㎡

※

㎡ ㎡

   法第７０１条の４１

1
2

合 計

　　　      第        項第       号該当

   法第７０１条の４１

　　　      第        項第       号該当

雇 用 改 善 助 成 対 象 者

　　控　除　事　業　所　床　面　積　の　合　計 控除従業者給与総額の合計

　　　      第        項第       号該当

   法第７０１条の４１

　　　      第        項第       号該当

雇 用 改 善 助 成 対 象 者
1
2

合 計

控除従業者給与総額
　（㋓×㋔）　　　　　　㋕

   法第７０１条の４１

事業所等の名称 　港倉庫 事業所等の所在地 　港区当知３丁目１０１番地

課 税 標 準 の 特 例 内 訳

資　　　　　　産　　　　　　割 従 業 者 割

課税標準の特例適用
対象床面積　　　　㋐

控除
割合㋑

控除事業所床面積
　（㋐×㋑）　　　　㋒

課税標準の特例適用対象
従業者給与総額　　　　㋓

控除
割合㋔

控除
割合㋑

控除事業所床面積
　（㋐×㋑）　　　　㋒

課税標準の特例適用対象
従業者給与総額　　　　㋓

控除
割合㋔

控除従業者給与総額
　（㋓×㋔）　　　　　　㋕

第
四
十
四
号
様
式
別
表
三

（
提
出
用

）

氏名又は
名　　　称 　名古屋事業所税株式会社
個人番号又は
法　人　番　号

事業所等の名称 　本社 事業所等の所在地 　中区三の丸三丁目１番１号

課 税 標 準 の 特 例 内 訳

資　　　　　　産　　　　　　割

課税標準の特例明細書
算
定
期
間

令和　 年　 　月　 　日から

令和　 年　 月　 日まで

※※
処理
事項

従 業 者 割

課税標準の特例適用
対象床面積　　　　㋐

（別表 3 ）課税標準の特例明細書

管 理 番 号 申告区分整 理 番 号 事務所

十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

百万 百万 千 円十億 千 円 十億十億 千 十億円

7 4 1

8 3 3

９９３４９１２

９９３４９１２

８９７８８３４

８９７８８３４

１１１６４１３

２１７１５９

２１７１５９

４２４３０９１

４２４３０９１

００５２６９２

００５２６９２

００５２６９２００００５９３

００００５９３

３

４１ １４

この欄は記載しないでください。 課税標準の算定期間を記載してください。
個人番号（行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等
に関する法律第 2条第 5項に規定す
る個人番号をいいます。）又は法人
番号（同条第16項に規定する法人番
号をいいます。）を記載してくださ
い。なお、個人番号を記載する場合
には、左側を 1 文字空けて記載して
ください。

課税標準の特例に係る該当項目ごと

にそれぞれ適用される法令条項等を

記載してください(32～34ページ参

照）。

期末又は廃止の日現在における課税

標準の特例に係る床面積を該当項目

ごとにそれぞれ記載してください。

なお、 2 以上の特例の適用がある場

合には、32ページの適用順序に従い、

上位の規定の適用を受ける「控除事

業所床面積㋒」を控除した後の床面

積を記載してください。

㋐に㋑の割合を乗じて得た控除事業

所床面積を記載してください。

2以上の事業所等について、課税標準の特例の規定の適用がある場合

は、この欄に合計を記載してください。

なお、課税標準の特例明細書が2 枚以上となる場合は、最終の課税標

準の特例明細書のこの欄に合計を記載してください。
床面積については、それぞれの記載欄

ごとに1平方メートルの100分の1未満を、

従業者給与総額については、それぞれの

記載欄ごとに1円未満を切り捨ててくだ

さい。

端数処理のしかた

算定期間中に支払われた従業者給与
総額のうち課税標準の特例に係る給
与等の額(㋔の控除割合による控除前
の給与等の額)を該当項目ごとに記載
してください。

㋓に㋔の割合を乗じて得た控除従業
者給与総額を記載してください。

課税標準の特例に係る該当項目ごとに
それぞれ適用される控除割合を記載し
てください(32～34ページ参照)。

－60－ －61－

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０



※

事業所等の名称

㎡

㎡

※

事業所等の名称

㎡

㎡

       （別表4 ）共用部分の計算書

共 用 部 分 の 計 算 書
算
定
期
間

令和　 7　年　4　月　1　日から

令和　8 年　3　月　31日まで

※
処理
事項

事務所 区分 管　理　番　号 申告区分整　理　番　号

第
四
十
四
号
様
式
別
表
四

（
提
出
用

）

氏名又は
名　　　称 名古屋事業所税株式会社

個人番号又は
法　人　番　号

本社 事業所等の所在地 中区三の丸三丁目１番１号

　専用部分の延べ面積 ① ③　　　の　　　内　　　訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦

　①のうち当該事業所部分の延べ面積 ② 　消 防 設 備 等 に 係 る 共 用 床 面 積 ㋐

　非課税に係る共用床面積 ③

防災に関する設備等

　全部が非課税となる共用床面積 ㋑

　③以外の共用床面積 ④ 　２分の１が非課税となる共用床面積 ㋒

　共用床面積の合計（③＋④） ⑤ 　㋐ ～ ㋒ 以 外 の 非 課 税 に 係 る 共 用 床 面 積 ㋓

　事業所床面積となる共用床面積（④×　　） ⑥ 　合　　　　　　計　　（㋐～㋓） ㋔

事業所等の所在地

　専用部分の延べ面積 ① ③　　　の　　　内　　　訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦

　①のうち当該事業所部分の延べ面積 ② 　消 防 設 備 等 に 係 る 共 用 床 面 積 ㋐

　非課税に係る共用床面積 ③

防災に関する設備等

　全部が非課税となる共用床面積 ㋑

　③以外の共用床面積 ④ 　２分の１が非課税となる共用床面積 ㋒

※㋐～㋔に記載がある場合は別表 2 （非課税明細書）に準じて、
　該当項目ごとにそれぞれの床面積を記載した明細を添付して
　ください。

　共用床面積の合計（③＋④） ⑤ 　㋐ ～ ㋒ 以 外 の 非 課 税 に 係 る 共 用 床 面 積 ㋓

　事業所床面積となる共用床面積（④×　　） ⑥ 　合　　　　　　計　　（㋐～㋓） ㋔

１

２

②
①

②
①

（×－）

１

２（×－）

404644

657121

812471

127601

939082

70192

24035

15306

52806

812471

共用部分以外の部分（専用部分）

で⑤の欄の共用部分に関連のある

専用部分の延べ面積を記載してく

ださい。

①の専用部分の延べ面積のうち、

この申告書に係る事業所部分の延

べ面積（専用床面積）を記載して

ください。

㋔の欄の数値を記載してください。

㋔の床面積（非課税に係る共用床面
積）以外の共用部分の延べ面積を記
載してください。

㋐、㋑及び㋒の欄は、事業所用家屋が消
防法上の特定防火対象物（28ページ、ア
参照）の場合に記載してください。

共用部分の床面積（共用床面積）のう
ち、法令第56条の43第 2 項に掲げる消
防用設備等（29ページ参照）及び特殊
消防用設備等（29ページ参照）に係る
床面積を記載してください。

共用床面積のうち法令第56条の43第 3
項第 1 号イ、第 4号及び第 5 号イに掲
げる避難階段、非常用エレベーター等
の床面積（30～31ページ参照）を記載
してください。

共用床面積のうち法令第56条の43第 3
項第 1 号ロ、第 2 号、第 3 号及び第 5
号ロに掲げる設備等の床面積（30～31
ページ参照）に 2 分の 1 を乗じて得た
面積を記載してください。

共用床面積のうち㋐、㋑及び㋒以外の
非課税に係る共用床面積を記載してく
ださい。

この欄は、記載しないでください。 課税標準の算定期間を記載してください。 個人番号（行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関
する法律第 2 条第 5 項に規定する個人
番号をいいます。）又は法人番号（同
条第16項に規定する法人番号をいいま
す。）を記載してください。なお、個
人番号を記載する場合には、左側を 1
文字空けて記載してください。

－63－－62－

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

床面積については、それぞれの記載欄

ごとに1平方メートルの100分の1未満を、

従業者給与総額については、それぞれの

記載欄ごとに1円未満を切り捨ててくださ

い。

端数処理のしかた



㎡ 人

区分
年月  　①   者の給与等　  　　　　②  給与等×1/2　   　　　③  与総額    　　　　　　④  業者給与総額　　  　　⑤

年 月

70

60

65

3

 障害者及び６５歳以上の  雇用改善助成対象者の  非課税に係る従業者給  課税標準の特例控除従

事　業　所　等　の　名　称 福 利 厚 生 施 設 の 具 体 的 名 称
福利厚生施設に勤
務する従業者の数

未払金

 差引課税標準となる従業者
 給与総額（①－②－③－④－⑤) ⑥

7.4 ( 2 )

　　　従業者給与総額月別内訳明細表
氏名又は名称 　　名古屋事業所税株式会社

事業所等の名称 　　本 社
従 業 者 給 与 総 額

　　合計

計

（   ）

・

7月賞与

12月賞与

（

提
出
用
）

福 利 厚 生 施 設 の 床 面 積

238,010

16,509,41941

(

提
出
用
）

（   ）

（   ）

氏名又は名称 　　名古屋事業所税株式会社福利厚生施設の明細

1,492,026

22,365,509

18,633,310

22,233,923 2,007,410

　　本店

　　東営業所 　　更衣室

　　社員食堂

51

15,556,663

13,024,550

19,824,504

4,998,300

6,000,115

33,006,178

163,999

301,455

352,110

2,194,399

（ 2 ）

（   ）

（ 2 ）

4,397,889

456,621

（   ）

    （その他の添付資料）福利厚生施設の明細・従業者給与総額月別内訳明細表

（   ）

（   ）

8.3

60 19,250,150 15 2,325,015 174,394 241,325

（ 2 ）

2

2

2

2

309,005 （   ）

46

41

２

２

事業所等ごとに、福利厚生施設の内
容を記載してください。

福利厚生施設の具体例については、
26ページの（注 3 ）を参照してくだ

制服着用が義務づけられている職場
については、一般的に更衣室は福利
厚生施設とはなりません（26ページ
（注 3 ）参照)。

この欄には、当該事業所等に勤務す
るすべての従業者の給与総額を記載
してください。パートタイマーへの
給与等を含みますが、退職金や所得
税法上非課税とされる通勤手当等は
除きます（11ページ (3) ア参照)。

すでに支払いの義務が発生し、未払
金として損金経理されている給与等
は、その課税標準の算定期間中にお
ける従業者給与総額に含まれますの
で、ここに記載してください。

事業所ごとに計算したこの欄の合計
額が従業者給与総額として申告書の
「従業者給与総額」欄の金額となり
ます。

これらの方に該当しても、役員である
場合は、この欄に記載できません（15
ページ (4) 参照)。

これらの欄の金額は、それぞれに適用すべ
き割合を適用後のものを記載してください。

当該福利厚生施設に専ら勤務する従業
者の数を記載してください。

この明細表は、事業所等ごとに作成し
てください。

免税点の判定は、課税標準の算定期間

の末日現在において、事業所等ごとの

①－②－④の人数を合計した人数によ

り行います。

294,385,871 254,787,405

人 人 人 人 人 人円 円 円 円 円円

－64－ －65－

1 2 2 6 8

5 8 7 7

1 8 1 4 5

この明細は、非課税明細書（別表2）

で法第701条の34第3項第26号（福利

厚生施設）により非課税とする施設に

ついて記載してください。



     （その他の添付資料）みなし共同事業に係る明細書

算定期間

所在地

人

85

非課税の内訳 従業者数 従業者数

専用床面積 非課税床面積 従業者数 人 法701条の34 人 人

① 1,217 56 ④ 161 13 ⑥ 70 第3 項第26号該当 122 68 2

共用床面積 ③－④ 非課税従業者数 法701条の34

② 291 07 ⑤ 1,347 50 ⑦ 第　項第　号該当 38 45
事業所床面積 ⑥－⑦ 法701条の34

（①＋②）③ 1,508 63 ⑧ 第　項第　号該当 161 13

第 専用床面積 非課税床面積 従業者数 法701条の34

① 304 39 ④ ⑥ 第　項第　号該当

共用床面積 ③－④ 非課税従業者数 法701条の34

② 72 76 ⑤ 377 15 ⑦ 第　項第　号該当

事業所床面積 ⑥－⑦ 法701条の34

（①＋②）③ 377 15 ⑧ 第　項第　号該当

第 専用床面積 非課税床面積 従業者数 法701条の34

① ④ ⑥ 第　項第　号該当

共用床面積 ③－④ 非課税従業者数 法701条の34

② ⑤ ⑦ 第　項第　号該当

事業所床面積 ⑥－⑦ 法701条の34

（①＋②）③ ⑧ 第　項第　号該当

第 専用床面積 非課税床面積 従業者数 法701条の34

① ④ ⑥ 第　項第　号該当

共用床面積 ③－④ 非課税従業者数 法701条の34

② ⑤ ⑦ 第　項第　号該当

事業所床面積 ⑥－⑦ 法701条の34

（①＋②）③ ⑧ 第　項第　号該当

第 専用床面積 非課税床面積 従業者数 法701条の34

① ④ ⑥ 第　項第　号該当

共用床面積 ③－④ 非課税従業者数 法701条の34

② ⑤ ⑦ 第　項第　号該当

事業所床面積 ⑥－⑦ 法701条の34

（①＋②）③ ⑧ 第　項第　号該当

人

1,724 65

(

提
出
用
）

ビル名 名古屋市税ビル 事業所
床面積

    ㎡ 従　業
者　数1,885 78

 みなし共同事業
 に係る明細書

氏 名 又 は 名 称 名古屋事業所税株式会社 令和 7 年 ４ 月 1 日から令和 8 年 ３ 月 31 日まで

みなし共同事業に係る
事業所等の所在地及び

事業所床面積等

名古屋市　中　区　三の丸三丁目１番１号

区分 事業所床面積（資産割）
従業者数 ④ 及 び ⑦ の 内 訳

（従業者割） 事業所床面積 非課税の内訳 事業所床面積

　　㎡

中区三の丸三丁目１番１号
第　項第　号該当

17

障害者・65歳以上

特殊関
係者を
有する
者　　

所在地（住所） 　　㎡ 　　㎡ 　　㎡ 法701条の34

15名称（氏名） の従業者

名古屋事業所税株式会社
53

合 計
17

号
該
当

名称（氏名） の従業者

事業所税愛知株式会社
15

合 計

7 中区三の丸三丁目１番１号
第　項第　号該当

障害者・65歳以上

号
該
当

名称（氏名） の従業者

所在地（住所） 法701条の34

第　項第　号該当

障害者・65歳以上

号
該
当

名称（氏名） の従業者

合 計

法701条の34

第　項第　号該当

障害者・65歳以上

所在地（住所） 法701条の34

第　項第　号該当

障害者・65歳以上

事業所床面積合計
（⑤の合計）

　　　㎡ 従業者数合計
（⑧の合計） 68

号
該
当

名称（氏名） の従業者

合 計

特
殊
関
係
者

所在地（住所）

15

法701条の34

合 計

所在地（住所）

この欄は、市内におけ
る主たる事業所等の所
在地を記載してくださ
い。

この欄は、みなし共同事業に係る各共同事
業者の事業所床面積及び従業者数を記載し
てください。

この欄は、特殊関係者を有する方に係る課
税標準の算定期間を記載してください。

この欄は、法令第56条
の21第 1 項の適用条項
を記載してください
(19ページ (4) 参照）。

この明細書に記載した⑤の数値を合計し
たものを記載してください。

この明細書に記載した⑧の数値を合計し
たものを記載してください。

この明細書に記載した
③の数値の合計を記載
してください。

この明細書に記載した
⑥の数値の合計を記載
してください。

この欄は、非課税に係
る該当項目ごとに、そ
れぞれ適用される条項
等を記載してください。

みなし共同事業に係る明細書は、

事業所ごとに作成してください。

－66－ －67－



様 様 様

納

D・C 管理区分 年度 税目 申告 区分 連番 C・D D・C 管理区分 年度 税目 申告 区分 連番 C・D D・C 管理区分 年度 税目 申告 区分 連番 C・D

09 10 09 10 09 10
百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円   　百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

８ ４ ５ ８ ８ ００ ８ ４ ５ ８ ８ ００ ８ ４ ５ ８ ８ ００

００ ００ ００

００ ００ ００

８ ４ ５ ８ ８ ００ ８ ４ ５ ８ ８ ００ ８ ４ ５ ８ ８ ００
7 ・ 4 ・ 1 から 7 ・ 4 ・ 1 から

69
7 ・ 4 ・ 1 から

8 ・ 3 ・ 31 まで 8 ・ 3 ・ 31 まで 8 ・ 3 ・ 31 まで

納期限 令和 年 月 日 納期限 令和 年 月 日 納期限 令和 年 月 日

（この領収書は、大切に保管してください。） （金融機関保管） （名古屋市保管）

（事業所税納付書）

原 符
年度 領収書　 ０ ０ ８ ５ ０

３－ ９６ ０４ ０６

年度 納付書 ０ ０ ８ ５ ０
３－ ９６ ０４ ０６

年度 納付済通知書   ０ ０ ８ ５ ０
３－ ９６ ０４ ０６08 08 08加入者 名 古 屋 市 加入者 名 古 屋 市

納
税
証
明
が
必
要
な
場
合
は
、

な
る
べ
く
こ
の
領
収
書
を
ご
持
参
く
だ
さ
い
。

事 業 所 税 事 業 所 税 事 業 所 税

加入者 名 古 屋 市

〒460-8508 〒460-8508 〒460-8508

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

延 滞 金 延 滞 金

加 算 金 加 算 金

名古屋事業所税株式会社 名古屋事業所税株式会社 名古屋事業所税株式会社

税 額 税 額 税 額

08065 5

延 滞 金

加 算 金

延 滞 金 算 出 基 礎
・　　　・　　　から
・　　　・　　　まで

こ

の

領

収

書

は
、

名

古

屋

市

の

収

納

機

関

の

領

収

日

付

印

が

な

い

と

効

力

を

生

じ

ま

せ

ん

か

ら

ご

注

意

く

だ

さ

い
。

合 計 額 合 計 額 合 計 額

申
告
区
分

当初 申
告
区
分

当初 申
告
区
分

当初

決定 決定 決定

修正 修正 修正

更正 更正 更正

申 告 書 提 出 年 月 日 令和　　年　　月　　日　　提出 申 告 書 提 出 年 月 日 令和　　年　　月　　日　　提出 申 告 書 提 出 年 月 日 令和　　年　　月　　日　　提出

上記のとおり領収しました。 領 収 日 付 印 上記のとおり納付します。 領 収 日 付 印 上記のとおり通知します。 領 収 日 付 印

日間

8 6 1 8 6 1 8 6 1

延 滞 金 算 出 基 礎
・　　　・　　　から
・　　　・　　　まで 日間 延 滞 金 算 出 基 礎

・　　　・　　　から
・　　　・　　　まで 日間

事 業 所 税
収納事務センター中

栄市税事務所 事 業 所 税
収納事務センター中

栄市税事務所 事 業 所 税
収納事務センター中

栄市税事務所

指 定 金 融
機 関 名

（ 取 り ま と め 店 ） →
三 菱 UFJ 銀 行 東 海 公 務 部

日
計

口 数 金 額

円
ゆうちょ銀行
取りまとめ店

名 古 屋 貯 金 事 務 セ ン
ター（〒４６９－８７９４）

整理番号(お問い合わせ番号)

08 01 01 506501

整理番号(お問い合わせ番号)

01 5

整理番号(お問い合わせ番号)

08 01 01065

公
名古屋市 名古屋市 名古屋市

公 公

40

49

58

所在地と名称を記載してください。

事業年度を和暦（元号なし）で記載してく
ださい。

今回の申告区分以外は二重線等で抹消して
ください。
例）当初申告の場合は、「当初」以外の項
目を二重線等で抹消する。

修正申告の場合は、修正申告した日を記載
してください。それ以外の場合は、43ペー
ジの申告納付期限を記載してください。

納期限の年度を記載してください。 1 月か
ら 3 月の場合は、前年になります。

お願い

－68－ －69－

納付書はできる限り本市から送付した
ものをご使用ください。

本市公式ウェブサイトからダウン
ロードした納付書など、本市から送
付した納付書以外を使用される場合
は、必ず「領収書」、「納付書」及
び「納付済通知書」のすべてに記載
してください。

※ 本市の作成する納付書の二次元コードは名古屋市管理用です

1 3 6 8 10 13 15 26 28

29

（納税に使用できません）



年 月 日

（〒 ） （電話 ）

（電話 ）

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

（注）床面積は、１平方メートルの１００分の１未満を切り捨てることとしてください。
　※　この申告書に記載された情報は、ご本人の同意や法令に定められた場合を除いて、市税の課税や徴収の目的以外には利用しません。

入居　退去　変更
その他（　　　　）

㎡

㎡

合計
㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡㎡
入居　退去　変更
その他（　　　　）

入居　退去　変更
その他（　　　　）

入居　退去　変更
その他（　　　　）

301,302 名古屋市中区正木３丁目５－３３ 　事業所税㈱
㎡ ㎡ ㎡

入居　退去　変更
その他（　　　　）

㎡ ㎡

㎡ ㎡

201 （自己使用） 　貸ビル商事㈱

202 （空室）
㎡

202 名古屋市中区栄四丁目1番8号
　市民税不動産
　　　（退去済）

㎡

入居　退去　変更
その他（　　　　）

㎡ ㎡㎡
入居　退去　変更
その他（　　　　）

異動年月日等
※　　番　　号

101 名古屋市東区筒井一丁目７番７４号 　名古屋諸税銀行
㎡ ㎡

部屋番号
使用階等

使用者の住所又は本店の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　③

使用者の氏名又は名称
　　　　　　　　④

専用床面積
　　　　　　　⑤

共用床面積
　　　　　　　⑥

事業所床面積
　（⑤＋⑥）　⑦

㎡

㎡
家屋全体の床面積①

㎡
この申告の対象となる
事業所部分の床面積②

家 屋 の 所 在 地  名古屋市中区栄四丁目１番８号 ビ ル の 名 称  名古屋市税ビルヂング

家 屋 所 有 者 の
住所又は所在地  名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 家 屋 所有 者の

氏 名 又は 名称  貸ビル商事㈱

（ フ リ ガ ナ ）
氏 名 又 は 名 称

カシビルショウジ （フリガナ）
法　人　の
代表者氏名

ナゴヤ タロウ こ の 申 告 に
応 答 する 方の
氏 名

052-972-2355

 貸ビル商事㈱  名古屋　太郎  名古屋　太郎

住所又は所在地
460-8508 052-972-2355

 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

※ 番 号
令和 通信日付印 確認

（宛先）名古屋市栄市税事務所長

  （事業所用家屋の貸付け申告書）

第９３号様式

事 業 所 用 家 屋 の 貸 付 け 申 告 書

※
処理
事項

発信年月日 精査検算

年　　月　　日

受付印

7 １０ １6

415632

８６３５０１１

177453

０

６５０６４９ ２１３９５１

８２８９３

２４７９５

０

２４３６７２

３１５４１４

０

R3 3 19

R2 5  31

R7 9    19

事業を行う方に事業所用家屋を貸し付けている方等は、貸し付けた日

から30日以内に、「事業所用家屋の貸付け申告書」を提出していただく

ことになっています。下記を参考にして申告をお願いします。

なお、概要については48ページを参照してください。

この申告をする方の住所
又は所在地を記載してく
ださい。

この申告をする方の氏名
又は名称を記載してくだ
さい。

貸し付けているビル等の
所在地を記載してくださ
い。

貸し付けているビル等の
号室、テナントの方の住
所、氏名等を記載してくだ
さい。

自己使用、空室も記載し
てください。

テナントが使用してい
る専用床面積を記載し
てください。

この申告書における担当
の方を記載してください。

貸し付けているビル等の
名称を記載してください。

テナントの入退去日を記
載し、該当部分に○印を
付してください。

床面積については、それぞれ

の記載欄ごとに 1平方メートル

の100分の 1未満を切り捨てて

ください。

端数処理のしかた

事業所用家屋の貸付け申告につい

ては、「事業所用家屋の貸付け申

告書作成の手引」を用意していま

すので、そちらもご参照ください。

－70－ －71－

法人の場合は本店所在
地を記載してください。

752811 ４１９９１ １７１８３１

使用する方がいない部

分がある場合には、空室

と直前の退去者を併記

してください。

４１５６３２ ８２８９３ ２４３６７２

８６３５０１１ ８６３５０１１

同じ使用者が複数の部
屋を使用している場合
は、 1 行にまとめて記
載してください。

R7 １0    ５



◆償却資産について

法人や個人の方が事業を営むために所有している構築物、機械および装置、船舶、

航空機、車両および運搬具、工具・器具および備品などの償却資産は、土地・家屋と

同じく固定資産税がかかります。 

償却資産を「資産の種類」ごとに例示しますと、次のようになります。 

◆申告について

毎年1月1日現在に償却資産を所有されている方が納税義務者となりますので、区名

を必ず記載のうえ、資産が所在する区ごとに申告書を作成していただき、毎年1月31

日（土曜日・日曜日・祝休日の場合は翌開庁日）までに、資産が所在する区を担当す

る市税事務所固定資産税課償却資産担当へ提出してください。 

◆お問い合わせ先・申告書の提出先

償却資産（固定資産税）のお問い合わせや申告書の提出につきましては、資産が所

在する区を担当する市税事務所固定資産税課償却資産担当へお願いします。 

資産が所在する区 担当する市税事務所 

千種区、東区、北区、中区、 

守山区、名東区 

栄市税事務所固定資産税課償却資産担当 

（電話番号052-959-3309） 

西区、中村区、中川区、港区 
本陣市税事務所固定資産税課償却資産担当 

（電話番号052-433-4028） 

昭和区、瑞穂区、熱田区、 

南区、緑区、天白区 

金山市税事務所固定資産税課償却資産担当 

（電話番号052-324-9809） 

資産の種類 内         容 

第1種 構 築 物 
駐車場の舗装（砂利敷きを含む）、屋上看板等の広告設備、門、

塀、緑化施設等 

第2種 
機械および装置 

（建物附属設備）

工作機械・印刷機械等の各種産業用機械、駐車場機械装置、太陽

光発電設備等 

建物附属設備 

１ 受変電設備、中央監視制御装置、特定の生産または業務用の 

設備等 

２ 特定附帯設備（テナントの方が賃借している家屋に施工した内

装、造作、建築設備） 

第3種 船 舶 遊覧船、ボート、はしけ等 

第4種 航 空 機 飛行機、ヘリコプター 

第5種 
車両および 

運 搬 具 

大型特殊自動車に該当するブルドーザー・クレーン車・フォークリ

フト等、台車等 

※自動車税（種別割）・軽自動車税（種別割）の対象になる乗用車、

トラック等（これらと同じ所有者が取り付けたカーラジオ、カーナ

ビゲーションシステム等を含みます。）は対象外です。特に、小型特

殊自動車や特種用途自動車を誤って申告しないよう注意してくだ

さい。 

第6種 
工具・器具 

および備品 

事務机、事務いす、陳列ケース、テレビ、パソコン、プリンター、

ルームエアコン、金庫、ゲーム機器等 

◆◆◆償却資産（固定資産税）のお知らせ◆◆◆





お問い合わせ先 

 事業所税についてご不明な点がございましたら、下記のところへお問い合わせください。 

名古屋市栄市税事務所法人課税課（事業所税担当） 

所在地  〒461-8626  

名古屋市東区東桜一丁目13番3号 

  （ＮＨＫ名古屋放送センタービル8階） 

電話番号 052-959-3306 

名古屋市公式ウェブサイト  https://www.city.nagoya.jp/ 

※この手引は、令和7年4月現在適用されている法令等に基づいて作成しています。

（法令等については、今後改正される場合があります。）

令和7年4月 発行 

事業所税申告納付の手引 

編集・発行：名古屋市財政局税務部 

        市民税課 
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